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第 1 章 はじめに 
 
 
1 問題意識及び研究目的 
ベトナムは、1980 年代まで旧社会主義圏を中心に、対外経済関係を構築してきた。
しかし、1980年代に最大の援助国・地域であったソ連と東欧の衰退により、改革開放
政策を進めざるを得なくなり、1986年にベトナム政府は「ドイモイ」1に踏み切った。
ドイモイ政策の柱の一つが FDI導入による工業化の推進である。その一環として 1987
年に外国投資法を制定し、FDI 導入に法的措置を整えた。それ以来、ベトナム政府は
外国資本の対ベトナム投資を積極的に呼びかけてきた。 
図 1－1は 1988年から 2014年までのベトナム対内 FDIの推移を示したものである。
図 1－1が示しているように、ベトナムでは、認可ベースにおいて 1990年代半ば（1996
年がピーク）と 2000 年代半ば（2008年がピーク）という 2回の投資ブームがあった。
ベトナムが 2007 年に WTO 加盟国となってから、国際ルールに沿った投資・ビジネス
環境改善の期待が高まり、2008年には海外直接投資額は認可ベースで急増した。その
後、リーマンショックの影響で海外直接投資は認可ベースでは急減していたが、実行
ベースは安定している。このことは、依然としてベトナムが有力な投資先と見られて
いることを裏付ける。韓国のサムスングループが本格的に対ベトナム投資を始めたの
がこの時期である。 
 
 
                                                   
1 1976 年のベトナム統一以来、ベトナムは社会主義体制を構築し、計画経済を進めてきた。とこ
ろが経済が低迷したため、1986 年 12 月の第 6 回ベトナム共産党大会において、従来の概念・思
考・行動から脱却して新しい変化を決議し、ドイモイ政策が導入された。中国の「改革開放」と
同様、政治・経済体制の再活性化を図るためにとった政策をいう。日本語で「刷新」と訳するド
イモイは、ベトナムの政府・経済の基本概念、基本的戦略を大きく転換させることになった。
つまり従来の官僚主義や分配経済を排除し、市場経済の導入や産業政策の変更、そして社会主
義路線の見直しなどを模索し始めたのである。この「新しい国づくりのための変化」がドイモイ
である。ドイモイの主な内容は①国家主導の重工業化政策の放棄、②農家への土地の使用権・
譲渡権・継続権の付与、③国有企業の株式化を通じた経営責任制の導入と不採算企業の合併・
解体、④民間企業新規参入許容、⑤物資配給制の廃止と統制価格の廃止、⑥輸出主導型工業化の
推進である［Dang Cong san Viet Nam, 2006］。 
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図 1－1 ベトナム対内 FDIの推移 
（単位：百万ドル、件） 
 
出所：ベトナム統計総局『統計年鑑』各年版より作成。 
注: 認可額は前年の認可済のプロジェクトの増資額も含む。 
        2014 年のデータは FDI企業協会 VAFIE のホームページ 
(http://www.vafie.org.vn/detail/tinh-hinh-dau-tu-truc-tiep-nuoc-ngoai-
den-15-thang-12-nam-2014.html―2015年 2月 18日アクセス）。 
 
 
サムスングループは 2009 年 10 月に携帯端末を製造する第 1 工場を稼働しはじめ、
毎年設備投資を拡大し、2014年にはベトナムの最大直接投資家となった。サムスンの
ベトナム進出によって、ベトナムは非常に短い期間で携帯電話をはじめとする耐久消
費財生産国となり、2012 年には 19 年ぶりに貿易収支の黒字転換を果たした。サムス
ンは 2013 年にベトナムから 239 億ドルを輸出し、初めて衣料品輸出を上回って携帯
端末が第 1位の輸出品となった。この時にベトナムの総輸出に占めるサムスン製品の
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シェアは 18%に上った2。このように、ベトナム貿易はますますサムスン輸出に依存し
つつある。特にサムスンが工場を設立した地方においてはマクロ経済が左右されてい
る。 
このような状況を背景として、本研究は、サムスンはどんな戦略の下でベトナムに集
中投資を行っているのか、またその戦略がベトナム経済とサムスンの工場が設立され
ている地域の経済にどのように影響しているのかという問題意識から出発する。受入
国の経済に対するFDIの影響を議論する研究は多いが、まとめてみると主に次のよう
な内容になる。第1に、FDIは経済成長に正の影響を与えていることを議論するもので
ある。Lipsey（1999）は、FDI が知識獲得・普及のためのチャンネルを提供すること
から、受入国経済の成長のためのエンジンとして機能し、他の資本フローよりもボラ
ティリティが低い傾向にあり、受入国経済に長期的且つ持続的な正の成長効果を及ぼ
すと論じている。De Mello（1999）は開発途上国17カ国のパネルデータを用い、FDIが
経済成長に正のインパクトを与えていることを明らかにした。FDIは発展途上国にお
いて資本蓄積を通じて産出量を増加させる傾向にある。また、Xu（2000）は製造業分
野の多国籍企業（MNEs）に関する米国の調査データを使用して、FDIが投資受入国の
TFP成長率に正の効果を及ぼすと論じた。さらに、Reisen他（2001）は発展途上国44カ
国のパネルを用いて、短期と長期の資本フローが経済成長に及ぼす影響を分析するこ
とによって、FDIとGDP成長との関係には正の相関があることを議論した。特に銀行シ
ステムが未発展の経済においては、成長刺激要因として債務フローよりもFDIフロー
の優位性があり、経済成長を高める効果があると主張した。 
第2に、FDIは経済成長に負の影響を与えていることを議論するものである。
Carkovic他（2002）は、FDIが産出量成長に有意な効果を与えず、生産性成長との間に
強い連関がないことを示した。Alfaro他（2004）は、発展途上国にある不完全な金融
市場においてはMNEs子会社よりも国内企業の方が不利な立場に置かれているため、国
                                                   
2 ホーチミン工商局直管の Kinh te Saigon Online(電子新聞)、「サムスンは携帯端末を約 240億
ドル輸出」、2014 年 3 月 6 日 （http://www.thesaigontimes.vn/111473/Samsung-xuat-khau-
dien-thoai-dat-gan-24-ti-do-la-My.html―2014年 12月 26日アクセス）。 
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内企業の投資、FDIの波及効果から恩恵を受けることを金融市場が制約しており、成長
に対して有益な効果を与えないと主張している。 
 本稿は、サムスンのFDIとそのベトナム経済への影響に着目するが、直接関係のある
研究は殆ど見当たらない。なお、サムスンの対ベトナム戦略について、石田（2013）
は、サムスングループがベトナム工場の稼働後、ベトナムを東南アジア・西南アジア・
中東・アフリカ・欧州に対する低価格携帯電話の輸出拠点にするという戦略があると
述べている3。しかしサムスンの最新機種であるギャラクシー6をベトナムで生産して
いるのを鑑みると、「低価格機種の輸出拠点」という論点は斥けられる。そこで本研究
は、サムスンには「高価格機種の輸出拠点」の対ベトナム戦略があることを明らかに
するとともに、その戦略とベトナム政府の2000年代以降のFDI政策の関連性、またベト
ナム経済とバクニン省経済に与えているサムスンFDIの影響を議論することを研究目
的とする。 
 
 
2 研究の方法 
サムスンのベトナム進出がベトナム経済やバクニン省地域経済に与えている影響
を分析するために、サムスンの工場が置かれているバクニン省とタイグエン省におい
て、2 回に渡って現地調査を実施した。第 1 回はサムスンの工場を訪問して工場関係
者にインタビューを行った。第 2回はタイグエン省とバクニン省の地方政府機関を訪
問し、最新の資料を集め、非公開のデータを収集した。また本研究において使用した
統計は、ベトナム政府が発行する『統計年鑑』など公式統計を用いるとともに、国連
貿易データ、IMF、OECD、日本経済産業省研究所、JETROなどの国際機関の統計も利用
し、多角的且つ客観的分析に努めた。 
 
 
 
                                                   
3 石田(2013)、pp.123-124。 
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3 研究の構成 
本研究は、7章の構成になる。第2章では、FDIの位置づけを明らかにするために、ド
イモイ以降の成果と課題を取り上げる。ベトナムは、1976年に南北統一を果たしてか
らベトナム全土において「計画経済」を進めていた。しかし、経済状況が混乱してい
たため、1984年には「市場経済」を導入することになった。2016年はドイモイ後30年
目となり、ベトナムは貧困国から低中所得国に変化してきた。しかし、その発展は一
貫してFDIに依存する開発政策であった。輸出主導型経済発展を進めてきた中国など
が外資に依存しながらも国内産業育成に力を注いできた戦略からすると、ベトナムが
歩んできた道は少々異なる。そこで本稿はドイモイ過程を4つの段階に分けて概括し
た上で、中国の「開放改革政策」と比較してベトナムの国内産業育成の課題を議論す
る。 
第 3 章では、FDI 誘致政策はベトナム経済発展に大きく貢献していることを議論し
た上で、FDI 誘致過程の全体を３つの時期に分け、それぞれの特徴を明らかにする。
ベトナムは 1986年にドイモイ政策を導入して、積極的に FDIを誘致した。そのため、
1990 年初頭から 1996 年まで第 1 次ブームが起こった。当時、ベトナム外資誘致の強
みは安価な労働力と原油や石炭などの天然資源の豊かさにあるとみられ、台湾をはじ
めにアジア NIEs からの投資が急増した。第 1 次ブームを牽引していたのは不動産業
や建設業の大型投資案件だった。そして 2008 年まで第 2 次ブームが起こった。この
時期にベトナムは積極的に FTAなどの自由化政策を通じて国際経済に統合しようとし
た。第 1次ブームと異なって、サービス部門と建設部門への投資は縮小し、製造業部
門が大半を占めるようになった。その中で、日本がリードする存在だった。本稿は 2009
年からの時期を「新段階」として捉え、全体 3区分とし、この期間において、ベトナ
ムは電子産業の新集積地になりつつある。特に、韓国の投資が目立っている中、サム
スンの FDIが大きいという特徴がある。 
第 4章では、ベトナムの第 2時期の FDI政策による貿易構造についてである。ベト
ナム政府が 2000 年代に入って急速な自由化を通じて FDI を積極的に誘致した。その
結果、中・越・米の三角貿易構造を生み出したが、同時に貿易赤字問題の副作用も表
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面化したことを議論する。ベトナムはドイモイ政策によって輸出主導型工業化を進め
てきた。そのため、貿易を経済発展の牽引車と位置づけて積極的に対外開放政策を展
開してきた。その代表的政策が FDIの積極的な誘致である。ベトナム政府はドイモイ
を打ち出して翌年の 1987 年に外国投資法を定め、1988 年には輸出入税法を制定して
関税率表を公表し、FDI を呼びかけていた。しかし FDI が本格的に活発化するのは自
由化が加速した 2000 年代以降であった。この過程で、2000 年代において中・越・米
の三角貿易構造が生まれた。三角貿易構造は輸出主導型工業化を進める地域の特徴で
もあるが、しかしベトナムの場合、貿易収支赤字が急速に拡大することに直面した。
この時期にベトナム貿易収支が赤字に陥ったのは中国から耐久消費財の輸入が大き
く拡大したためであった。そこで、付加価値の高い耐久消費財が生産できなかったベ
トナムはサムスンの携帯電話製造工場を大歓迎した。しかし、この条件のみではアッ
プルやソニーがなぜベトナムに進出しなかったのかが説明できない。実は第 5章で論
じるように、サムスン側にもベトナムを高価格商品生産拠点にする世界戦略があった
のである。 
第 5 章では 2010 年代の FDI とサムスンの対ベトナム戦略について議論し、その戦
略がベトナム貿易構造を転換させたことを分析する。サムスングループ（電子部門）
を構成している 6 つの子会社の中、すでに 4 社がベトナムに進出している。サムスン
SDI とサムスン電機、そしてサムスンディスプレイは中間財の工場をベトナムで設立
した。こうした工場で生産した中間財をサムスン電子ベトナム工場に提供し、ここで
組み立ててから世界に完成品を輸出する仕組みとなっている。先行研究は、サムスン
はベトナムを低価格製品の輸出拠点にしていると主張したが、現地調査によると、
2013年からサムスンの Galaxy Sシリーズや Noteシリーズ、Aシリーズといった高価
格製品の多くをベトナムで生産していることが確認できた。サムスンのベトナム進出
は世界戦略の一環として理解されるべきである。つまり、中国では中低価格の機種を、
ベトナムでは高価格機種を生産することである。サムスンベトナムで組み立てられた
携帯端末の輸出はベトナム貿易構造を変化させ、貿易収支が 2012年に 19年ぶりの黒
字に転じた。2013 年には衣料品を抜いて携帯端末輸出が第一位に躍進した。 
第 1 章 はじめに 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 12 
 
第 6章では、バクニン省経済に絞って、サムスン FDIの直接効果と間接効果を分析
する。現地調査で得られたデータを分析すると、4 つの直接効果がある。第 1 に、バ
クニン省の GRDP成長に大きく寄与している。サムスン電子ベトナム（SEV）の付加価
値生産高は 2013年にバクニン省全体の 70%を占めた。第 2に、サムスンは、バクニン
省で最も大きな規模の企業として、雇用創出効果がある。第 3に、バクニン省の税収
入に貢献している。2014年にサムスンはバクニン省に 2兆ドン以上を納税し、バクニ
ン省全体の 20％を占めた。第 4に、サムスンの輸出額は近年バクニン省のほぼ 90%を
占めており、バクニン省の輸出を牽引している。一方、サムスンの輸出減少は直ちに
バクニン省のマクロ経済に悪影響を与え、2014 年にバクニン省の GRDP は 5.7％のマ
イナス成長になった。また、技術移転と裾野産業ネットワーク形成の面における間接
効果は限られていることが確認できた。このことが利益を内部に集中するサムスンの
垂直統合的生産方式に関連していることを明らかにした。 
第 7章は本研究のまとめと課題である。本研究は、ベトナム政府が推し進めてきた
積極的な FDI誘致政策に代表される自由化政策を鳥瞰し、その過程でもたらされたベ
トナムのマクロ経済パフォーマンス、とりわけ貿易収支の変化やバクニン省経済を分
析した。その結果、サムスンの大規模な対ベトナム投資は、19年ぶりに貿易収支を黒
字に転換させるなどの効果がある一方、ベトナム経済がサムスン一社に過度に依存す
る特質な体質も明らかにした。しかし同時に課題も残すことになった。サムスンはタ
イグエン省にも工場を稼働しているが、データ収集の制限により、今回の研究ではタ
イグエン省の分析はできなかった。この残された課題は次の研究に期したい。 
なお、本研究は下記の研究などに基づいている。 
 
（研究論文） 
1 「ベトナム国際貿易に関する研究」2013 年 2月（修士論文）。 
2 「ベトナム貿易構造の特徴と課題」『佐賀大学経済論集』第 47 巻第 6 号、2015 年
3月、pp.109-125。 
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3 「サムスンのベトナム進出とその影響」『佐賀大学経済論集』第 48巻第 2号、2016
年 3月、pp.21-38。 
4 “Chiến lược của Samsung Việt Nam trong bối cảnh mới của ngành công nghiệp 
điện tử thế giới và ảnh hưởng của nó đến Kinh tế tỉnh Bắc Ninh”, Tạp chí Kinh tế 
và Phát triển, Số 219 (2), Trang 61-68, Tháng 9 Năm 2015.  
（「世界電子産業の新状況におけるサムスンの対ベトナム戦略とバクニン省経済
への影響」『経済と発展』第 219巻第 2号、pp.61-68、2015年 9月）
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第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
 
1 はじめに 
ベトナムは、1976 年に南北統一を果たし、ベトナム全土において社会主義体制を構
築した。当然ながら経済政策のキーワードは計画経済であった1。1976 年のベトナム
共産党大会第 4回において、第 2次 5カ年経済開発計画が策定され、その中で年平均
の GDP 成長率は 13～14%、農業生産の伸び率は 8～10％という高い目標が設定された
2。 
しかし、従来の市場経済主義体制を持っている南部に社会主義経済の急速な導入は
経済全体に悪影響を及ぼしていた。そのため、1981年にはいくつかの改革が進められ
ていった。その改革は長い間停滞していた農業部門から開始した3。1981 年 1 月に共
産党委員会は農産物請負方式を正式に承認し、全国規模で導入した。つまり「合作社」
の労働点数制から、生産物の量を農家が合作社と契約を結ぶ生産物請負制へ移行した。
農家は与えられた土地で生産し、合作社と契約した納入量を上回る分を自由に処分で
きるようになった。農家は合作社の代わりに農業経営の主体となり、合作社はただ肥
料や殺虫剤の供給、灌漑の整備を担当する役割になった。このため、農家の生産意欲
が向上するようになった。しかし、この改革の効果は限られた4。 
                                                   
1 計画経済は旧ソ連のモデルであり、1960年代に初めてベトナム北部に導入された。経済の運営
を市場に任せるのではなく、国家が管理する経済システムである。国家計画委員会などの政府
機関が国民の衣食住に関する一年間のすべての需要を計算し、それに応じた生産を工場に指示
する。工場はその計画に合わせ数だけを生産する。政府は、国民に決まっている配給所で定例
日に配布する。配給は現金ではなく配給クーポンが使われる。一般的に国民は、国の公務員と
して、工場の労働者として、「合作社」の農業労働者として働いて、給料の代わりに配給クー
ポンを毎月受け取るシステムである。 
2 Dang Cong san Viet Nam (2004)、pp.671-676。 
3 ベトナムの農業は北部では 1958年から農業集団化が始まり、主に生産手段の集団的且つ全国民
的所有による「合作社」（農業協同組合）を通じて行われていた。合作社はいくつかの生産隊
に分けられ管理委員会は各生産隊に生産量・生産費・労働点数の 3つの指標を与え、1年の生産
を請け負わせた。北部では 1960年末には農家総戸数の 85%が合作社に加入した。南部では集団
化が 1978年から本格的に始まった。集団化は農民の生産意欲を減退させ、合作社への加入強制
は農民の反発を強めた［トラン、2010］。 
4 トラン（2010）はその理由として次の 3つのことを取り上げる。第 1に、合作社の管理委員会が
農民の収穫実績を見て毎年の年間納入量を増加させる傾向があった。第 2に、農民は土地の長
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また工業部門においても、1981年に国営企業に対して生産活動の裁量権を拡大する
ことが試みられた。具体的には、企業が自らの判断で、資材調達や従業員の採否、販
売価格の設定等ができるようになった。しかし、それは限られた範囲での自由化であ
り、企業経営は基本的には社会主義経済体制の枠組みの中で行われたに過ぎなかった。
また、1985年には、国庫補助金を財源として市場価格よりも低い価格で労働者に提供
されていた生活必需品の配給制を廃止した。このため、賃金の引上げが不可避となっ
た。また、国営企業保護のために行われていた市場価格と国家が定めた固定価格との
乖離を補うための補助金は国家財政の赤字を拡大させた。1985年の財政赤字の規模は
対 GDP比で 17.1％に達していた。この赤字の約 6割を中央銀行からの借入により補っ
たため通貨供給量の急激な増加をもたらした。更にドン切り下げによる輸入物価の上
昇もあったため、物価は 1985 年には 84％、1986 年には 700％を超えるハイパー・イ
ンフレを招き、経済は危機的状況に陥った5。 
要するに、ドイモイ 以前のベトナムは、成長率が低く、国内需要に生産が追い付か
ず、外国援助の依存度が高いといった諸要因により、経済が低迷していた。その弊害
を受け、幾つかの改革が試されていたが、政策転換の画期的なのは第 6 回ベトナム共
産党大会が開催された 1986 年であった。ベトナム政府は 1986 年に経済刷新路線「ド
イモイ」を推進し、「計画経済」を廃止し、「市場経済」の導入を決断した。 
 
 
2 ドイモイ政策下の経済発展 
（1）ドイモイの初期段階 
                                                   
期使用ができなかったため、土地の生産性向上のための努力を怠けた。第 3に、政府の価格政
策と管理体制は、農民が生産を拡大すればするほど不利になるような状況を作り出した。例え
ば、肥料などの投入財の公定価格は安く設定されたが、合作社の管理委員会の横領などによっ
て農民の一部にしか届かなく、多くの農家は市場から高い価格で購入しなければならない（同
上、p.184）。 
5 日本経済企画庁（1992）、「世界経済の新たな協調と秩序に向けて」『年次世界経済報告』
(http://www5.cao.go.jp/keizai3/sekaikeizaiwp/wp-we92/wp-we92-000m1.html―2015年 10月
7 日アクセス)。 
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ベトナム政府は、ドイモイの初期改革として、次の 5 つの項目を取り上げた。第 1
に、公定価格を市場価格化する改革である。1989年には、ほとんどの商品について政
府による価格統制が解除された。肥料や石油といった基礎的な生産財は国際価格に連
動させるようになった。 
第 2に、財政、金融の改革である。財政赤字問題を抱えていたベトナム政府は歳出
面においては、1989年には国営企業への補助金や消費者調整補助金や輸出補助金など
を廃止した。一方、歳入面では 1987年に売上税、法人税、物品税の税率の引き上げが
行われた。金融面においては、1989年にはハイパー・インフレを克服するために、引
き締め政策を導入した6。また 1990 年には銀行法が制定され、ベトナム国立銀行には
発券業務の他、最後の貸し手としての中央銀行本来の役割を担せるようになった。 
第 3に、国営企業の改革である。ドイモイ以降、国営企業を対象に市場経済システ
ムの導入を中心とする改革が行われた。企業は資材の調達及び製品の販売を自らの責
任で行うことになった。この他、資金は商工業銀行から調達し、従業員の採用、賃金、
販売、設備投資等の決定も自主的に行えるようになった。 
第 4に、農業の改革である。1988年 4月に共産党政治局は「10号決議」を出した。
その内容は①請負地分配の入札制の導入、②請負期間の延長（従来 5 年から 20 年ま
でとする）である7。「10号決議」で農家の生産意欲が高まり、1988年以降農業生産量
は増加してきた。 
第 5に、対外政策の改革である。ドイモイ以前においては、対外経済関係は「社会
主義圏」を中心に行ったが、ドイモイ以後は「資本主義圏」に重点が置かれていた。
特に、先進国の FDI を誘致するために、1987 年に「外国投資法」を制定し、法的制度
                                                   
6 坪井（2008）、p.50 によれば、当時マクロ経済の運営に慣れていなかったベトナム政府に対し
て一橋大学の石川滋名誉教授を中心とする金融財政専門家が知的支援を行った。価格の統一、
通貨供給の引き締め、銀行金利の引き上げ、貯蓄の奨励などの政策が採られた。 
7 さらに、1993 年に農地使用法が制定され、農家は 20 年まで土地を使用でき、その期間に譲渡と
継承ができる。またこの法律によって土地を抵当にして金融機関から融資を受けられるように
なった。詳細は法律図書館のホームページ（http://thuvienphapluat.vn/van-ban/Thuong-
mai/Nghi-quyet-10-NQ-TW-1988-doi-moi-quan-ly-kinh-te-nong-nghiep-202545.aspx―2015年
12月 16日アクセス）を参照。 
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の整備を行った。この中で、投資家の権利の保証や海外送金の自由が認められた8。こ
の改革はドイモイの 1990年代の FDIの第 1 次ブームになるきっかけであった。 
以上の改革によっていくつかの成果を収めることができた。まず、消費者物価上昇
率は 1990 年には 60％台へと一応の収束をみた。次に財政赤字は一時の危機的状況を
脱し、1990年には対 GDP比 5.7％に低下し改善の方向にあった。農業については１人
当たり食糧生産量が 1981～88 年の平均で 294 キログラムであったが、1989～90 年に
は平均で 330キログラムに増加した。さらに FDIを誘致するための法的整備が整られ
た。しかし、課題も残っていた。一部の国営企業は寡占状態であり、厳しい市場原理
を受けるところが少なかった。しかし、金融制度の整備が行われてきたとはいえ、政
府は国営企業に資金を供給し続けていた9。 
 
 
（2）1990年代のドイモイ 
1991 年に旧ソ連が崩壊した事件はベトナムにとって衝撃であった。1991 年 6 月に
開催されたベトナム共産党第 7回大会において「社会主義への過渡期における国家建
設の綱領」10と「2000年代までの社会経済の安定と発展戦略」11を採択した。前者の名
前通りに、ベトナム当局は共産党を維持し、社会主義基盤を固める方針であった。ポ
イントは、前段階の改革をどのように続けて、市場経済の原理を導入して経済発展を
成し遂げるかということである。経済の面については「2000年代までの社会経済の安
                                                   
8 詳細はベトナム司法省のホームページ
（http://www.moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=903   
5―2015年 12月 16日アクセス）を参照。 
9 日本経済企画庁（1992）、「世界経済の新たな協調と秩序に向けて」『年次世界経済報告』
(http://www5.cao.go.jp/keizai3/sekaikeizaiwp/wp-we92/wp-we92-000m1.html ―2015年 10 月
7 日アクセス)。 
10 綱領の大きな項目は①革命過程とその経験、②ベトナムの社会主義への移行、③経済・社会、国
防、対外の政策に関する主要な方針、④政治システムと共産党の指導役割になる。（詳しい情報は
共産党のホームページ［ http://dangcongsan.vn/tu-lieu-van-kien/tu-lieu-ve-dang/sach-
chinh-tri/books-293020152480856/index-1930201524556568.html―2015年 12月 15日アクセス］ 
を参照）。 
11 戦略の大きな項目は①経済社会の現状と発展の各原動力、②発展の観点と目標、③経済構造、
④管理制度と重要政策、⑤国家運営システムと公務員の構築 
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定と発展戦略」について次のような内容が注目に値する。1 つ目は法律によってあら
ゆる人々は経営権があり、民間所有を含めた各所有権と所得権は保護されることであ
る。2 つ目は法律、計画、政策などを通じた国家の管理によって経済運営は市場原理
に従われることである。3 つ目は各国、各国際組織、海外企業との経済関係を広げる
ことである。 
ベトナム共産党第 9回大会において、1990年代のドイモイ成果は次のようにまとめら
れた12。第 1に、ベトナムは経済社会の危機から脱却し、2000年の GDPは 1991年の 2倍
になった。貯蓄はわずかな数値から 2000年に GDPの 27%を達した。供給は需要に対応で
きるようになった。経済構造（農業・工業・サービス）は GDP比の 38.7%・22.7%・38.6%
から 24.3%・36.6%・39.1%に変化し、工業とサービスの割合が上がった。第 2 に、国有
経済セクターは主導権を握っているが民間経済セクターと FDIセクターは急速な成長を
成し遂げた。第 3に、ドイモイ以前に経済制裁を受けたベトナムは殆どの国々と対外関
係を構築するようになり、国際経済組織においてより積極的な役割を果たし、地域及び
国際統合に効果的に参加した。FDIの輸出は成長し、経済成長に貢献した。 
 一方では、次の主な課題も残っていた。第 1に、経済競争力は世界の平均基準や周辺
の国に比べて脆弱である。第 2に、工業化への経済構造転換のスピードは依然として遅
い。第 3に、1990年代後半に対内 FDIは急減し、経済成長は鈍化した。 
 
 
（3）2000年代のドイモイ 
2000 年代に入り、グローバル化及び国際経済統合が進展しており、またアジアの
国々がアジア通貨危機から回復しつつある新たな国際情勢があった。このことは、ベ
トナム経済の新段階に新しい機会を与えながら、競争面において多くのチャレンジも
もたらす可能性があることが意味した。このようなことを背景として 2001 年にベト
                                                   
12 ベトナム共産党（2001）、「2001～10年の経済社会発展戦略」
(http://www.chinhphu.vn/portal/page/portal/chinhphu/NuocCHXHCNVietNam/ThongTinTongHo
p/noidungvankiendaihoidang?categoryId=10000714&articleId=10038387―2015年 12月 15日
アクセス）。 
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ナム共産党第 9回大会が開催された。本大会で「2001～10年の経済社会発展戦略」が
採決された。経済の面においては次のような目標が設定された。①2010 年の GDP は
2001 年の 2 倍、②貯蓄は GDP 比の 30%、③輸出スピードの伸び率は GDP の伸び率の 2
倍程度、④経済構造（農業・工業・サービス）は 16～17%・40～41%・42～43%、⑤農
業労働者は 50%ということである13。 
ベトナム共産党第 11 回大会において、2000 年代のドイモイ成果は次のようなものが
主な内容であった14。「2001～10 年の経済社会開発戦略」を実施する 10年間において、
ベトナムは多くの困難と課題、特に地域とグローバルの経済危機の悪影響を克服した。
その結果として、ベトナムは非常に重要な成績を達成し、低発展状態から脱却し、低
中所得国入りを果たした。2001～10年戦略の主要な目標を達成し、生産力及び生産関
係に関する新しい発展ができた。経済成長率が高く、年平均の成長率は 7.26％に達
した。2010 年の１人当たり GDPは 1168米ドルに上がった。経済構造は積極的に転換
した。社会主義指向の市場経済制度は推進し続けられている。文化・社会などの分野
は多くの方面において重要な成果が達成された。国民の物質的・精神的な生活が著し
く改善され、民主が拡大されていた。政治・社会は安定的で、国防・治安が維持され
ていた。対外活動、国際統合は深く広く効果的に展開され、平和的且つ安定的な発展
環境が作られたこと、国の発展のための多くの原動力を増やすことに貢献した。  
しかし、幾つかの課題はまだ残っている。経済発展はまだ持続的ではなく、経済成
長の質、生産性、効果性、競争力はまだ低く、マクロ経済のバランスも健全ではない。
経済成長は量的であり、質的発展への変換が必要である。各地方における環境は汚染
されている。人材の質、インフラ整備の問題は発展を阻んでいる。ベトナムを近代的
工業国にするための土台がまだ成り立っていない。このような課題の原因としては、
ベトナム共産党の経済社会発展の思考力及び指導方法を刷新するのが遅く、国の発展
                                                   
13 同上の資料。 
14 ベトナム共産党（2011）、「2011～20年の経済社会発展戦略」 
(http://laodong.com.vn/chinh-tri/du-thao-chien-luoc-phat-trien-kinh-te-xa-hoi-  
20112020-53612.bld ―2015年 12月 15日アクセス）。 
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要求に合わせて即対応できていない。国民の民主権が十分に発揮されていなかった。
汚職、浪費は深刻な問題で、まだ解決されていない。 
この 2001～10年の発展実況と戦略実施結果によって以下の主要な教訓が得られた。 
第１に、民主主義を発揮し、国を発展させるための全てのリソースを動員して効果的
に活用する。 第 2 に、発展の質、効果と持続性を特に重視し、成長の速度と質を両立
する。 第 3に、国の独立・自主・主権を確保し、政治･社会の安定性を維持し、主導
的且つ積極的に国際統合する。第 4に、党のリードシップ強化、国の管理効率向上と
民主発揮の連携を確保する。 
 
（4）2010年代のドイモイ 
アメリカのサブプライム住宅ローン問題は 2007 年に表面化し、2008 年 9 月のリー
マンショックは世界金融に打撃を与えた。世界経済は不景気に陥り、2010年代に入っ
てもまだ安定していない。さらに中国 2011 年以降の経済成長の連続的な減速、2009
年 10 月以降に発生したギリシャの財政赤字問題などが表面化した。2011 年に入り、
世界経済の回復に陰りが見え始め、財政・金融の安定性への懸念が増した。2011年 8
月以降、国際機関やアナリストによる世界経済の見通しは下方修正が相次いだ15。ま
た民族や宗教、資源及び領土の紛争、テロの問題、貧困、疾病、気候変動、自然災害
等のグローバルの問題などは世界各国の対策と行動の連携が必要になった。ASEAN 諸
国は新しい協力時代に入り、政治・安全保障、経済、文化・社会に基づいてコミュニ
ティ構築を試みているが、域内の各国の発展レベルが異なるため課題も多いだろう。
アジア・太平洋地域も、活発的に発展しており、多様的連携・協力体制が形成されて
いる一方、海洋や諸島や資源等の主権紛争を起こす要因が潜在している。 
要するに 2010 年代に入って、世界は急速且つ複雑で、予測不可能に変化している
背景におかれている。その世界情勢の下で、2011 年にベトナム共産党第 11 回大会が
開催された。本大会で「2011～20年の経済社会発展戦略」が採決された。経済の面に
おいては次のような主な内容が取り上げられる。第 1に、迅速的且つ持続的な発展が
                                                   
15 経済産業省（2012）、p.2。 
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求められる。マクロ経済の安定を維持し、経済構造変換を促進し、成長モデルを変更
し、質・生産性・効率性を重視する。経済成長は社会の進歩・公正を実施し、継続的
に国民の生活水準を向上させる目的で実施する。また経済・社会の発展とともに環境
の保護と改善を重視する。  
第 2に、経済の各セクター及び企業の各形態を迅速に発展させ、国家経済の潜在力
を強化する。国営企業は主導的な役割を担い、政府が経済の方向を見定めて経済を調
整するための重要なツールとなり、マクロ経済の安定に貢献し、各経済セクターの同
時発展を促進する環境及び条件を作り出す。複数の経済セクターの出資者による所有
形態で特に株式企業のような生産営業形態が一般となるように、民間企業が迅速に発
展し、経済の原動力となるように良い環境を作り出す。さらに、海外投資の企業を誘
致することを奨励する。 
第 3に、幅広くて深い国際市場への参入において独立性・自主性のある経済を構築
する。深く広い及び効果的な国際参入を積極的及び自主的に実施するために経済の潜
在力及び国の総合力を強化し続ける。 国内市場を把握、海外市場を拡大して、経済の
独立性・自主性に貢献するために 強いブランドがあり、高い競争力をもつ企業団体を
発展させる。国際参入において、 状況の変化に適応するように常に自主性を発揮し、
国家利益を確保する。 
 
 
3 ベトナムのドイモイ政策と中国の開放改革政策 
ベトナムは 1986年にドイモイ政策を導入したが、中国が 1978年に導入した「改革
開放」政策に似通っているところが多くある16。急進的改革であるロシアのペレスト
ロイカ政策と異なり、ベトナムと中国の改革は漸進的に改革を行っていくのである。
つまり、政治的に共産党の権力を維持し、経済的に「計画経済」を放棄し、「市場経
                                                   
16 急進的改革であるロシアのペレストロイカ政策と異なり、ベトナムと中国の改革は漸進的に改革
を行っていくのである。 
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済」原理を導入することであった17。また改革を実施する過程において部分的にも共
通点が見られている。例えば、ベトナム共産党は 2006年の第 10回党大会ではベトナ
ム人民が建設する社会主義社会は人民が主人公になる（労働者階級ではない）社会で
あるとした。従来、共産党員が労働者の前衛的革命戦士と言われたが、現在において
ベトナム共産党は労働者だけでなく、すべての人民及び民族の前衛隊となってきた。
これは 2002 年 11 月に開催された中国共産党第 16 回大会で発表された「3 つの代表」
と似ている。江沢民の重要な思想として、3 つの代表とは共産党が先進的生産力・文
化・広範な人民の利益を代表することである18。 
 
図 2－1 越中の実質 GDP成長率 
（単位：%） 
    
出所：世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx 
―2015年 10月 1日アクセス）より作成。 
                                                   
17 薛（2008）、p.246 によれば、ベトナムと中国で実施された漸進式改革の特徴は 3 つある。1 つ
目は政治を安定させるために、改革の最初は国有セクターでの改革ではなく非国有セクターでの
増量改革により、国全体の高成長を遂げることである。2 つ目は農村部においては合作社の放棄
と生産下請負制の導入を、都市部においては利潤の保留制を実施することによって、効率と労働
意欲の向上を実現することができる。3 つ目は漸進式の改革のはじめは、二重のレールでの改革
とも考えられる。つまり、従来の計画経済というレール以外に、市場というレールを育成させる
ことである。 
18 トラン（2010）、p.58。 
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一方、発展レベルを見てみると、違うところが見えてくる。図 2－1 はベトナムと中
国の実質 GDP成長率を示しているものである。これによると、中国とベトナムは概ね
同じような成長トレンドを見せているものの、1990年代から中国は常にベトナムより
高い伸び率を維持していた。特に、中国は 1990 年代と比べて、2000 年代の成長パタ
ーンは安定していた。高い経済成長の下、中国人の所得も着実に増加している。越中
の１人当たり GDP を表している図 2－2 を見てみると、1986～88 年にベトナムの平均
収入の方が高かったが、その後は逆転された。特に 2000 年代以降中国の平均収入は
急拡大し、ベトナムとの差を大きく広げた。 
 
 
図 2－2 越中の１人当たり GDP 
（単位：ドル） 
出所：世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx  
―2015年 10月 1日アクセス）より作成。 
 
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
1
9
8
5
1
9
8
6
1
9
8
7
1
9
8
8
1
9
8
9
1
9
9
0
1
9
9
1
1
9
9
2
1
9
9
3
1
9
9
4
1
9
9
5
1
9
9
6
1
9
9
7
1
9
9
8
1
9
9
9
2
0
0
0
2
0
0
1
2
0
0
2
2
0
0
3
2
0
0
4
2
0
0
5
2
0
0
6
2
0
0
7
2
0
0
8
2
0
0
9
2
0
1
0
2
0
1
1
2
0
1
2
2
0
1
3
2
0
1
4
中国 ベトナム
第 2 章 ドイモイ政策の成果と今後の課題 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 24 
 
1
9
8
8
1
9
9
0
1
9
9
2
1
9
9
4
1
9
9
6
1
9
9
8
2
0
0
0
2
0
0
2
2
0
0
4
2
0
0
6
2
0
0
8
2
0
1
0
2
0
1
2
家庭用電気機器 一般機械
電気機械 精密機械
輸送機械 化学製品
なぜ中国は 30年以上このような著しい発展を堅持し、特に 2000年代に躍進的な成
長を成し遂げたかを貿易構造の側面から分析する19。中国の貿易構造を表す図 2－3に
よると、改革開放政策を導入して以来、繊維、玩具・雑貨などの軽工業品は一貫して
国際競争力を維持している。それに加えて、家庭用電気機器、一般機械、電気機械と
いった高付加価値商品の国際競争力も高まっている。特に 2000 年代以降には着実に
産業構造の高度化が進んでいる。 
 
 
図 2－3 中国の貿易構造 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
 
                                                   
19 具体的には商品別純輸出率という指標を使って中国とベトナムの産業構造の高度化を検証す
る。純輸出率は（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）で計算される指標で、マイナス１からプラス
１までの範囲の値を取り、値がプラスで大きいほど国際競争力が高いことを示す。 
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 さらに、中国の総輸出比の商品別シェアを示している図 2－4 を見てみると、中国
の改革開放後 20年目となる 1998年には、高付加価値商品の輸出は低付加価値商品の
輸出を上回り、中国の総輸出の 60％以上を占めるようになった。そのうち、家庭用電
気機器、一般機械、電気機械は中国の輸出を牽引してきた。 
 
 
図 2－4 中国の総輸出比の商品別のシェア 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
 
 
次にベトナムの貿易構造を見てみたい。図 2－5 はベトナムの貿易構造を示してい
る。これによると、ベトナムの軽工業品は国際競争力を有しているが、中国と比べて
劣っている（特に繊維製品と窯業・土石製品は著しい）。一方、現在においても殆ど
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の高付加価値商品の指数はマイナスのため、その国際競争力がないことを表している。
つまり、ベトナムの貿易構造の高度化が遅れていることを示唆している。ベトナムの
総輸出比の商品別シェアを示している図 2－6によると、ベトナムのドイモイ後 25年
目となる 2011 年に初めて高付加価値商品の輸出が低付加価値の商品を上回った。し
かし中国に比べてスピードが遅れており、また高付加価値商品の輸出はサムスンの携
帯電話が牽引する電気機械に依存している20。サムスンの輸出により、2010 年代以降
に電気機械産業の高度化が着実に進んでいるのである。 
 
 
図 2－5 ベトナムの貿易構造 
 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
  
                                                   
20 詳細は第 5 章と第 6章において分析する。 
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図 2－6 ベトナムの総輸出比の商品別のシェア 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
 
 
ここでベトナムの 2000年代の輸出主力品である繊維製品と 2010年代の輸出主力品
である電気機械の純輸出率を生産段階別の寄与度に分解して詳しく分析する21。図 2
－7 はベトナムの繊維製品と電気機械の純輸出率の生産段階別寄与度の推移を示して
いる。まず繊維製品を見てみたい。ベトナムは繊維製品の最終財においては国際競争
力が一貫して高いため、長い間ベトナムの輸出を牽引していた。しかし、最終財を生
産するために使われる素材と中間財（加工品と部品）の純輸出率がマイナスである。
すなわち、それらの財を海外からの輸入に依存していることを意味している。次に電
気機械の純輸出率の内訳を見てみると、ベトナムでは 2010 年から電気機械の最終財
は急速に国際競争力を向上させてきたことが確認できる。しかし、繊維製品と同じよ
                                                   
21 経済産業省の経済産業研究所は生産段階を素材、中間財（加工品、部品）と最終財に分けてい
る。 
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うに中間財生産の競争力がないため、海外からの輸入に依存している状況がうかがわ
れる。 
 
 
図 2－7 ベトナムの繊維製品と電気機械の純輸出率の生産段階別寄与度 
 
 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
 
 
要するに時系列的に見れば、ベトナムの産業は２つの特徴を有する。第 1に、軽工
業品生産だけではなく機械類の高付加価値生産にも強みがある中国と比べて、ベトナ
ムは 2000 年代までまだ衣類や履物といった付加価値率が低い製品に特化している22。
ベトナムの安価で豊富な労働力を前提としているが、軽工業品をいつまでも輸出志向
                                                   
22 第 3章において詳しく言及する。 
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型工業化政策の中心に置くことはできない。労働賃金が経済の成長とともに上昇すれ
ば、ベトナムの軽工業品を生産する低コストの強みがなくなるはずである23。中国は
1978 年に改革開放政策を導入して 20 年後貿易構造の高度化ができたのに対して、ベ
トナムは 1986 年からドイモイ政策を導入し、2000 年代まではまだ軽工業品が中心で
ある貿易構造であった。2000年代まで国内産業を育成しなければならないはずだった
が、現在に至ってもまだ着手していないのである24。第 2 に、2010 年代にはベトナム
の電気機械産業の競争力が向上してきたものの、これはサムスンの対ベトナム投資に
依存しているものである。一見すると、電気機械の産業の高度化が見られるが、繊維
製品と同じく、中間財の国際競争力が劣っているため、依然として国内産業は脆弱な
状況である。 
当然、すぐにベトナムの国内産業などを育成できるとは限らない。その育成を成功
させるために、きちんとした戦略が必要である。しかしながらベトナムは、輸出主導
型工業化戦略を導入していると言われているものの、具体的にどのような戦略なのか
不明確である。これと対照的に、中国の場合は輸出入戦略を策定した。中国は中国共
産党大会第 13 回において、輸出主導型発展戦略を採択した。この戦略は 3 つの段階
に分けられている。第１段階は、紡績、食品、飲料、家庭電気製品、雑貨など労働集
約型製品の輸出に力を注ぎ、政策の重点をまず沿海部に置くことで、重工業の発展は
しばらく犠牲になる。第 2段階は内陸部の製品も輸出され始め、労働集約型製品の外
貨獲得能力も増大し、大部分の外貨を基礎工業及びインフラの整備に投入できるよう
になることである。第 3段階は、獲得した外貨をもって付加価値の高い重工業を発展
させ、資金・技術集約型製品が国際市場に進出するようになり、労働集約型製品のシ
ェアは減少し、労働移転の圧力は減軽し、就業者は重工業に移転し始め、中国は｢高度
                                                   
23 大泉（2007）、p.46 によると、ベトナムの人口ボーナス期は 2020～2025年であるため、労働集
約的産業を支えている豊富な労働のメリットが消えていく（人口ボーナス期は一国の人口構成
で、子供と老人が少なく、生産年齢人口が多い状態。豊富な労働力で高度の経済成長が可能な
ことを指す）。 
24 韓国も 1964年に輸出志向型工業化政策に切り替えて 1989年まで貿易に占める軽工業のシェア
がまだ主流であったが、その時まで既に次の輸出構造の高度化を準備していたのである。裴光
雄（1991、p.279）によると、80年代の韓国は、まだ軽工業が主流であったが資本集約的な重化
学工業製品と労働集約的な軽工業製品という輸出の二極構造化が展開していた。 
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成長｣の段階を迎えることである25。中国は現在第 3段階に進出していると見られてい
る。このように、中国は長期的かつ明確な戦略を立てたことによって、長い間高度経
済成長を成し遂げた。 
 
 
4 ドイモイ政策の課題 
ベトナムは、ドイモイ以降、FDI誘致を中心に経済発展を成し遂げた。特に 2000年
代に入って FDI 誘致を加速するために、中国と ASEAN の FTA（ACFTA）、韓国と ASEAN
の FTA（AKFTA）、WTO 加盟、日本との EPA（VJEPA）といった自由化協定を積極的に進
めてきた。ベトナムの輸出拡大が経済成長に大きく貢献しているという賛辞を背景に、
ベトナムにおいては「自由化＝経済成長」という信念が広がった。 
しかし、自由化は労働集約的製品の生産・輸出は活性化するが、中間技術部門の開
発を妨げているという指摘もある。「ローテクの労働集約型産業なら、ナショナリズム
は不要である。韓国と台湾の 1960 年代の事例に従えば、こうした産業において途上
国は温かく外国企業を歓迎するべきである。（中略）しかし、中間技術産業とハイテク
産業においては、（中略）国内企業が追い付くまで、中間技術部門への外国企業への参
入を阻止し続けるのには、もっともな理由が存在するのである」26。つまり自由化を促
進するとともに中間技術部門を育てなければならなかったが、ベトナム政府は輸出の
量的な拡大に力を注いできた27。その結果として、輸出の高度化は進展せず、むしろ耐
久消費財の輸入を招くことになったのである28。 
 現代において貿易自由化政策は世界の潮流となっているように思われる。しかし自
由化の推進が経済の停滞を招いた事例は多く報告されている。メキシコを初めとする
                                                   
25 唐木（2007）、p.181 と内山（1988）、p.3を参照。 
26 Amsden（2007）、訳 pp.219-220。 
27 ベトナムの実効保護率（Effective rate of Production, ERP）は 2005 年に 21.4%であったが、
2009 年には 4%に急減した。ベトナムは国内産業保護政策について十分に検討しておらず、急速
に自由化を促進した。そのために、ベトナムにおいてすでに比較優位を持っている産業でも実
行保護率が減少したことにより、競争力が低下する結果となった。詳細は Bui 他（2011）、pp.670-
675を参照されたい。 
28 このことは第 4章で詳しく議論される。 
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ラテンアメリカは 1980 年代からアメリカが主導している自由化に巻き込まれて経済
成長低迷の局面を迎えてきた。アメリカは工作機械、繊維、鉄鋼といった自国製造業
を第 3世界から保護し続けていたにも拘わらず、南米の国々は製造業部門を自由化し
た29。これと対照的に韓国のような国は「守るべきところは守る」という姿勢を強く見
せており、保護に相当する処置を適用している。関税による保護ができなくなる場合、
政府はその産業の競争力を強化するために支援策を講じている。政府はアセンブラー
にサイエンス・パークや半導体設計サービス、政府研究所の成果物を提供し、共同で
R&Dも行っている30。 
一方、ベトナム政府の経済研究委員会の専門家だった Pham Chi Lanによると、ベ
トナムの場合、関税削減など市場をオープンするコミットメントは充実に実施してい
る半面、国内産業を育成する戦略には精彩を欠いている31。薛（2008）によると、ベト
ナム政府は中国の「慎重型の改革」と異なった「大胆型の改革」を推し進めている。
ベトナムは 1980 年代に旧ソ連東欧諸国以外の国際社会から孤立しており、また 1990
年代前半の旧共産主義圏の崩壊による旧ソ連の経済援助がなくなった。さらに長い間
対立していたアメリカと隣国の中国との完全な関係回復の見通しもすぐ見えない背
景において、ベトナム政府は一刻も早く国際社会の孤立状態から脱出したいという願
望があった。そのため、ベトナムの政府の判断は早く、経済の効果や自国への長期的
な影響などについてはあまり慎重に考えないと主張している32。 
                                                   
29 Amsden（2007）、訳 p.7。 
30 同上、訳 p.23。 
31 Pham Chi Lan (2010)。 
32 薛（2008）、pp.255-256。 
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ベトナムが参加している TPP33と AEC34の広域 FTA は同時に 2016 年に発効すると言
われている。これからベトナムはより激しい国際競争に直面する。国内産業を育成で
きる政策転換が急務であると言わざるを得ない。 
 
 
5 おわりに  
本章はドイモイ政策導入の背景を述べた上で、その政策の全過程を概括し、それぞ
れ段階の成果と課題を取り上げた。ベトナムのドイモイ政策は中国に似通っていると
ころが多いと言われている。しかし、経済成長率や１人当たり GDPの伸び率は中国と
比べて低い水準である。また越中の貿易構造を分析した結果で、中国は 1978 年に改
革開放政策を導入して 20 年後貿易構造の高度化ができたことに対して、ベトナムは
1986 年からドイモイ政策を導入して 25 年経っても、まだ軽工業品が中心である貿易
構造となっている。しかも、中国と比べて軽工業の競争力も劣っている。近年におい
て高付加価値商品の輸出は現れてきたが、サムスンの携帯電話輸出に牽引されている。
そこで、ベトナムの 2000年代の輸出主力品である繊維製品と 2010年代の輸出主力品
である電気機械の純輸出率を生産段階別の寄与度に分解して詳しく分析してみた。ベ
トナムは繊維製品と電気機械の最終財を生産するために素材と中間財を海外から輸
入している。そのことはベトナムの裾野産業も含む国内産業が脆弱であることを示唆
する。国内産業育成は現在においてもまだ重視されていない。 
中国の開放改革政策と比較しながら、ベトナムのドイモイ政策に長期的戦略が欠け
ていることを指摘した。中国は適正な輸出主導型発展戦略の下で、国内産業育成を行
                                                   
33 TPPが発行することによって、人口が約 8億人、世界の GDPの 4割近くを占める最大の自由貿易
圏が誕生する。太平洋パートナーシップ（TPP）の交渉参加 12カ国は 2015年 10月 15日、アト
ランタで開催された TPP閣僚会合で交渉が大筋合意に達したと発表した。今後交渉参加国は条
文の精査などの技術的な作業を進め、2016年に 21分野・30章からなる TPP の協定本文の付属
書に署名する見込みである。同年に契約国は批准に向けた国内手続きを進め、TPPが発効する 
34 ASEAN経済共同体のことである。ASEAN加盟 10 カ国が物品・サービスの貿易や資本、人の移動
の自由化などを推進する包括的な経済連携である。通貨統合や対外統一関税までは踏み込まな
い統合である。域内統合人口は 6億人を超え、GDPの合計はインドを超える 2兆 5千ドルであ
る。12月 31日の AEC発足を先取りし、企業の調達網が広がっている。東南アジア諸国連合
（ASEAN）地域で商品や部品を国境を越えて融通する動きが広がっている。イオンはタイとマレ
ーシアで開発するプライベートブランド商品を域内に広く投入する。 
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い、貿易構造の高度化を実現した。中国の改革開放後、軽工業品の国際競争力を向上
させるとともに、一般機械、電気機械など高付加価値品目の国際競争力も着実に高め
ていた。ベトナムは今後どのような戦略の下で、国内産業を育成して、持続的な発展
を果たしていくのかが大きな課題である。
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第 3 章 ベトナム対内 FDI誘致の変遷と各時期の特徴 
 
 
1 はじめに 
ベトナム政府はドイモイ以降に FDIを梃に経済発展を成し遂げる方針であった。そ
こで対外政策転換の重要性を認識し、社会主義圏の国々だけではなく国際関係を多様
化するような取り組みを行ってきた。アメリカとの国交正常化（1995）、ASEAN 加盟
（1995）、APEC加盟（1998）、米越 BTA締結（2001）、AFTA締結（2002）、WTO 加盟（2007）
などがその例である。その対外政策転換の下で、ベトナムの対内 FDI は着実に伸びて
きた。ベトナムの対内 FDIに関する研究をサーベイすると、時期区分を第 1次ブーム
と第 2次ブームに分ける場合が殆どである。しかし本章では 2009年からの時期を「新
段階」として捉え、全体を三つの時期で区切る。 
この 3 時期を経て、FDI はベトナム経済発展に大切な資金供給のチャネルとなって
きた。ドイモイを導入して 4 年後の 1990 年に FDI はベトナムの社会投資総資本額の
13.1%まで占め、1995 年は 30.4%に拡大した。1997年のアジア通貨危機の影響で、1998
年に 20.8%に減少し、その減少傾向は 2000年代半ばまで続いていた。しかし、ベトナ
ムが WTO に加盟した 2007 年に FDI のシェアはまた拡大し、2008 年に 30.9%へと第 1
次ブームよりも大きいな数値になった。翌年のリーマンショックの影響で 2009 年以
降は減少してきているが、金額の面においては着実に増加している（表 3－1を参照）。 
またベトナム対内 FDIはベトナムの輸出と成長に大きく貢献していると言える。経
済セクター別の輸出を表している表 3－2 を見てみると、1995 年には国内経済セクタ
ー（国内企業）の輸出は 73%のシェアを占め、圧倒的に多かった。しかし、FDI経済セ
クター（FDI企業）の輸出はますます存在感を増し、2003年に初めて国内経済セクタ
ーを上回った。さらに、現在に至って 70%近くの割合まで伸び、ベトナムの輸出成長
に対して不可欠な役割を担っている。 
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表 3－1 経済セクター別の投資 
 
年 
国有セクター 非国有セクター FDI セクター 
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 
1995 30,447 42.0  20,000  27.6  22,000  30.4  
1996 42,894 49.1  21,800  24.9  22,700  26.0  
1997 53,57 49.4  24,500  22.6  30,300  28.0  
1998 65,034 55.5  27,800  23.7  24,300  20.8  
1999 76,958 58.7  31,542  24.0  22,671  17.3  
2000 89,417 59.1  34,594  22.9  27,172  18.0  
2001 101,973 59.8  38,512  22.6  30,011  17.6  
2002 114,738 57.3  50,612  25.3  34,795  17.4  
2003 126,558 52.9  74,388  31.1  38,300  16.0  
2004 139,831 48.1  109,754  37.7  41,342  14.2  
2005 161,635 47.1  130,398  38.0  51,102  14.9  
2006 185,102 45.7  154,006  38.1  65,604  16.2  
2007 197,989 37.2  204,705  38.5  129,399  24.3  
2008 209,031 33.9  217,034  35.2  190,670  30.9  
2009 287,534 40.5  240,109  33.9  181,183  25.6  
2010 316,285 38.1  299,487  36.1  214,506  25.8  
2011 341,555 37.0  356,049  38.5  226,891  24.5  
2012 406,514 40.3  385,027  38.1  218,573  21.6  
2013 441,924 40.4  412,506  37.7  240,112  21.9  
2014 486,804 39.9  468,513  38.4  265,407  21.7  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
（単位：10億ドン、%） 
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図 3－1 経済セクター別の輸出 
（単位：百万ドル、%） 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2016年 1月 25日アクセス）より作成。 
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表 3－2 経済セクター別の GDP 
 （単位：10億ドン、%） 
年 
国有経済セクター 非国有経済セクター FDI セクター 
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 
2005 343,883 37.6  431,548 47.2  138,570 15.2  
2006 389,533 36.7  501,432 47.2  170,600 16.1  
2007 440,687 35.4  594,617 47.7  211,465 17.0  
2008 566,812 35.1  767,632 47.5  281,604 17.4  
2009 628,074 34.7  867,81 48.0  313,265 17.3  
2010 633,187 29.3  926,928 43.0  326,967 15.2  
2011 806,425 29.0  1,219,625 43.9  435,392 15.7  
2012 953,789 29.4  1,448,171 44.6  520,410 16.0  
2013 1,039,725 29.0  1,559,741 43.5  622,421 17.4  
2014 1,131,319 28.7  1,706,441 43.3  704,341 17.9  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
次に経済セクター別の GDP を示している表 3－2 によると、FDI セクターは 2005～
14 年に FDI セクターの GDP は一貫して拡大し（2014 年の付加価値生産は 2005 年の 5
倍以上）、2014年にベトナムの GDPに対して 17.9%を寄与していることが確認できる。
さらに、産業別のベトナム対内 FDIを示している表 3－3によると、ベトナム対内 FDI
資本は製造業に多く集中していることが分かる。要するに、FDI セクターはベトナム
の輸出主導型工業化政策の中心的な役割を果たしていることを示唆している。 
 
  
第 3 章 ベトナム対内 FDI 誘致の変遷と各時期の特徴 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 38 
 
表 3－3 産業別のベトナム対内 FDI 
 （単位：10億ドン、%） 
産業別 案件数 
投資額 
（認可ベース） 
シェア 
農林水産業 528  3,721.8  1.5  
鉱業 87  3,375.3  1.3  
製造業 9,600  141,406.7  56.0  
電気・ガス・お湯、蒸気とエアコンの 
生産と配給 98  9,774.8  
3.9  
水道水供給、ごみ・下水の管理及び処理 38  1,348.5  0.5  
建設 1,166  11,400.4  4.5  
問屋・小売、車・バイク・その他の車両の修理 1,383  4,030.7  1.6  
運輸、倉庫 448  3,755.3  1.5  
宿泊サービスと食事サービス 371  11,193.6  4.4  
通信・情報システム 1,095  4.124.9  1.6  
金融、銀行及び保険 82  1,332.4  0.5  
不動産 453  48,279.8  19.1  
専門・科学活動、技術 1,698  1,797.4  0.7  
行政活動及び補助サービス 131  211.6  0.1  
教育とトレーニング 204  819.9  0.3  
医療と社会支援活動 97  1,754.6  0.7  
芸術、娯楽 148  3,634.2  1.4  
その他のサービス 141  754.1  0.3  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
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表 3－4 経済セクター別の雇用 
年 
国有セクター 非国有セクター FDI セクター 
合計 
千人 ％ 千人 ％ 千人 ％ 
2000 4,358.2  11.7  32,358.6  87.3  358.5  1.0  37,075.3  
2001 4,474.4  11.7  33,356.6  87.4  349.1  0.9  38,180.1  
2002 4,633.5  11.8  34,216.5  87.1  425.9  1.1  39,275.9  
2003 4,919.1  12.1  34,731.5  86.0  753.3  1.9  40,403.9  
2004 5,031.0  12.1  35,633.0  85.7  914.8  2.2  41,578.8  
2005 4,967.4  11.6  36,694.7  85.8  1,112.8  2.6  42,774.9  
2006 4,916.0  11.2  37,742.3  85.8  1,322.0  3.0  43,980.3  
2007 4,988.4  11.0  38,657.4  85.5  1,562.2  3.5  45,208.0  
2008 5,059.3  10.9  39,707.1  85.5  1,694.4  3.6  46,460.8  
2009 5,040.6  10.6  41,178.4  86.2  1,524.6  3.2  47,743.6  
2010 5,107.4  10.4  42,214.6  86.1  1,726.5  3.5  49,048.5  
2011 5,250.6  10.4  43,401.3  86.2  1,700.1  3.4  50,352.0  
2012 5,353.7  10.4  44,365.4  86.3  1,703.3  3.3  51,422.4  
2013 5,330.4  10.2  45,091.7  86.4  1,785.7  3.4  52,207.8  
2014 5,473.5  10.4  45,214.4  85.7  2,056.6  3.9  52,744.5  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
雇用の面において、表 3－4によると 2014 年に FDIセクターで働いている労働者数
は 2056.6 千人で、358.5 千人の 2000 年の 6 倍近くである。国有セクターと非国有セ
クターと比べて FDI のシェアは少ないが、増えている傾向にある。納税において、表
3－5 が示しているように、2013 年に FDI セクターはベトナム政府の税収に 13.5％の
シェアを占め、2002 年の 5.9％と比べて大きな伸び率になる。このような FDIの成長
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は、ベトナムのドイモイ過程における FDI誘致政策に密接に関わっている。次節にお
いてベトナム対内 FDI誘致政策について見ていきたい。 
 
 
表 3－5 FDIセクターの納税 
年 ベトナム政府の税収 FDI セクターの納税額 シェア 
2002 123,860.0  7,276.0  5.9  
2003 152,274.0  9,942.0  6.5  
2004 190,928.0  15,109.0  7.9  
2005 228,287.0  19,081.0  8.4  
2006 279,472.0  25,838.0  9.3  
2007 315,915.0  31,388.0  9.9  
2008 430,549.0  43,953.0  10.2  
2009 454,786.0  50,785.0  11.2  
2010 588,428.0  64,915.0  11.0  
2011 721,804.0  77,076.0  10.7  
2012 734,883.0  82,546.0  11.2  
2013 822,000.0  111,244.0  13.5  
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（https://www.gso.gov.vn―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
 
 
2 ベトナム対内 FDI誘致政策 
ベトナム政府は 1987年 12月 29日に「外国投資法」を公布し、FDI 誘致に力を入れ
はじめた。1990 年 6 月 30 日にベトナム国会は外国投資法の第 1 回目の改正を行い、
複数の出資者による合弁企業設立の承認、輸入代替産業の優遇などを盛り込んだ。 
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1992年 12月に外国投資法は 2回目に改正され、次の三つの内容が変更された1。第
1に、外国企業の存続期間を従来の 20年から 50年に変更し、最長で 70年に延長する
こともできる。第 2 に、FDI 企業はベトナム以外の国に借入口座を開設することがで
きる。第 3に、輸出加工区、BOT方式、外資 100%に対する免税措置を与える2。この改
正によって、対ベトナム FDIの安全性や透明性がさらに確保されることになった。こ
のようにベトナムはますます魅力的な投資先となった。 
1996 年 11 月に外国投資法が 3 回目に改正された。今回の改正では主に３つの内容
が含まれた。第 1 に、FDI の奨励分野に農林産業が加えられた。第 2 に、合弁会社に
おける FDI側の要望が強かった内容として、従来の社長・副社長・会計主任の任命・
解任などは、取締役会の全会一致の原則から取締役会の会合で出席した代表者の合意
で、行われる。第 3に、案件の審査期間を 90 日から 60日に縮小する。 
1990年代の第 1次ブームによって、ベトナムは高度経済成長を果たしたが、1997年
のアジア金融危機の影響で FDI は急減し、経済成長は急激に鈍化していた。FDI はベ
トナムの経済発展にどのような重要な役割を果たすかが認識され、FDI 誘致を刺激す
るために、2000 年 5 月の国会で、4 回目の改正外国投資が可決されることによって、
外資に関する規制は緩和された3。例えば、第 1に、外国投資家は活動中でも投資形態
を変更できる4。第 2に、ベトナムの法律・規定の変更により、FDI企業は損失を受け
た場合には賠償される可能性がある。第 3 に、FDI 企業は商業銀行で外貨を購入する
ことができる。第 4に、海外への利益送金税率の 5%、7%、10%を 3%、5%、7%に引き下
げる。しかし、一番注目すべきは事業登録制度の導入である。つまり、①製品の全量
を輸出すること、②計画投資省が規定する工業区の輸出比率の要求に合致しているこ
と、③投資額が 500 万ドル未満かつ輸出比率の 80%以上の製造業であることというい
                                                   
1 詳細はベトナム司法省のホームページ
(http://www.moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=108   
28―2016年 1月 17日アクセス）を参照されたい。 
2 この改正を受け、財務省は 1992年に法人税の改正を行い、投資の地域・凝集による税率や免税 
機関を細分化した。 
3 詳細はベトナム司法省のホームページ
(http://moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=6153―2016
年 1月 17日アクセス)を参照されたい。 
4 外国投資は 100%外資、合弁、共同契約という 3つの形態がある。 
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ずれかの条件を満たせれば、審査が必要ではなく、最大 30 日のうち投資認可書が発
行される5。今回の改正内容を見てみると、ベトナムの投資環境は大幅に改善されたこ
とが確認できる。 
さらに、ベトナム政府は 2006 年に FDI 企業活動を規定する外国投資法と国内企業
活動を規定する国内投資奨励法を一本化し、共通投資法に変更した6。主な改定内容は
①手続きの簡素化、市場参加の障壁減少、②FDI 企業に対する所有権制限の規定廃止、
③FDI 企業形態の選択権の付与、④FDI 企業に対しての経営実施・企業再編・経営分
野・業種の拡大多様化の自由権の付与などが上げられる。つまり、このような法律に
より、FDI 企業と国内企業の差別はなくなり、投資家の自由度が大幅に改善されたこ
とになった。実際に、この措置は、2007 年と 2008 年の FDI のブームのきっかけとな
った。次節においては、FDI 誘致の全過程を 3 つの時期に分けてそれぞれの特徴を明
らかにする。 
 
 
3 ベトナム対内 FDIの特徴 
（1）第 1時期―FDIの第 1次ブーム 
1990 年 7 月に実施した外国投資法改正が追い風となり、1990 年代半ばに第 1 次ブ
ーム期を迎えた。当時、ベトナム外資誘致の強みは原油や石炭などの天然資源と安価
な労働力の豊かさにあるとみられ、アジア NIEs からの投資が急増した。ベトナムの
国別対内直接投資を示している図 3－2 を見てみると、最初に積極的にベトナムで事
業を展開したのは台湾である。1987年以降、台湾元高ドル安に労働力不足や賃金上昇
の追い打ちが加わり、ベトナムをはじめとする賃金の安い国へ企業を移転する必要性
が生まれた。特に台湾企業は、1993年に台湾政府が促した「南向政策」7により、新た
                                                   
5 このような条件を満たさない場合には、審査手続きが必要であるが、審査期間は最大 60日から
40日に縮小する。 
6 詳細はベトナム司法省のホームページ
(http://www.moj.gov.vn/vbpq/Lists/Vn%20bn%20php%20lut/View_Detail.aspx?ItemID=16736－
2016年 1月 17 日アクセス)を参照されたい。 
7 「南向政策」は、これまでの台湾資本の「西進」という大きな流れに対し、ASEAN 諸国への投資を
奨励する政策のことである。 
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な投資先としてベトナムを注目した。台湾企業の対ベトナム直接投資は、第 1次ブー
ムの時に主に食品、製靴、縫製、セメント、二輪車などの産業に集中していた8。しか
し、1997年のアジア危機で、第 1次ブームは終わり、新規投資は大幅に減少した。 
 
 
図 3－2 ベトナムの国別対内 FDI 
 （単位：百万ドル）        
 
出所：統計総局『統計年鑑』各年版より作成。 
注：投資額は認可ベースで 1988～2014年の有効案件の累計額である。 
2014年のデータはベトナム統計総局のホームページより作成。 
 
 
 
                                                   
8 張英莉（2008）、p.141。 
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（2）第 2時期―FDI の第 2次ブーム 
アジア経済が危機から回復しはじめた 2000 年代に入り、再び対ベトナム FDI は増
加し、ピークとなる 2008年まで第 2次ブームが起きた。この時期は、台湾に加えて、
シンガポール、日本、韓国、ヴァージン諸島、香港等がベトナムに投資を増やした。
その背景には、自由化政策を通じて積極的に国際経済に統合しようとするベトナム政
府の動きがあった。特に WTO加盟を巡って、国内法律の大幅な改正が行われ、外資導
入により良い環境を整えた。その中で、前述したように 2006 年に共通投資法と統一
企業法を改正したことは注目に値する。このような法整備を受け、インテル、ポスコ
といった多国籍企業による大型プロジェクトが現れた。また、第 1次ブームと異なっ
て、サービス部門と建設部門への投資が縮小し、製造業部門が大半を占めるようにな
った。この時期に製造業への投資をリードしたのは日本である。2000 年代以降に北部
のインフラが整備されるにつれ、キャノン、デンソー、東陶機器、ブラザーによる大
型案件が北部に集中するようになった。北部にはトヨタ、ダイハツ、ホンダ、ヤマハ
といった車輪メーカーが進出し、南部には松下電器、ソニー、東芝などの電気・電子
メーカーが進出した。しかし、リーマンショックの影響で第 2次ブームは曲がり角を
迎えた。 
 
（3）第 3 時期―新段階 
図 3－1 が示しているように、リーマンショック以降、ベトナムの対内 FDI は 2 つ
のトレンドに分かれている。1 つは香港・アメリカ・ヴァージン諸島のように、対ベ
トナム投資が相対的に低迷しているグループである。2つ目は世界危機にも関わらず、
ベトナムにおいて投資を拡大しているグループである。その代表が韓国である。韓国
企業は一貫してベトナムを有望事業展開先と位置付け、投資拡大を行っている。特に
この時期において韓国の対ベトナム FDI を牽引した企業はサムスングループである。 
2009年にベトナムを訪問した李明博大統領は、グエン・ミン・チエット・ベトナム
国家主席と首脳会談を行い、両国関係を戦略的協力パートナー関係に格上げすること
で合意した。さらに、2013年 9月に朴槿恵大統領が、アメリカと中国に次いで、3番
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目にベトナムを訪問した。この訪問は両国間で 2009 年に合意した戦略的協力パート
ナー関係を実質的で具体的に稼動させる契機になったと見られている。このような背
景のもと、表 3－6 を見てみると、2014 年に韓国は投資額と件数においてそれぞれベ
トナム対内 FDI全体の 33.4%と 37.3％を占め、第一位の投資国になった。この実績に
より、2014年に日本、シンガポールを追い抜き、金額と件数において累積１位となっ
た9。韓国により先導される対ベトナム FDIの背景にはサムスンの対ベトナム投資拡大
が透けて見える。第 5章でサムスンの対ベトナム直接投資を取り上げる。 
2015年から施行される「外国人投資法の改正」問題に注目しなければならない。ベ
トナム政府は、「経済成長の持続と政治・社会的安定を下に外国投資法の改正を通じた
投資許可分野の拡大」を目標とし投資法、企業法、住宅法の変更のために立法してい
る最中である。今回の法改正が適正に行われた場合、外国人に友好的な投資環境が作
られ、ベトナムの投資は、今後も加速すると判断される。 
  
                                                   
9 貿易面を見ても両国の関係が強化されていることが確認できる。2014 年に両国の貿易規模は 288
億ドルであり、1992 年に比べて約 57 倍以上に増えた。ベトナムは韓国にとって 5 番目の輸出市
場であり、2015年第 1四半期に中国とアメリカに次いで、3位になっている（韓国国際貿易協会
KITAのホームページ http://global.kita.net/―2015 年 4月 10日アクセス）。なお、ベトナム
にとっては、韓国が 4 番目の輸出市場であり、2 番目の輸入市場である（ベトナム通関総局のホ
ームページ http://www.customs.gov.vn/default.aspx－2015年 4月 10日アクセス）。 
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表 3－6 2014年の国別対ベトナム直接投資 
                                                             
順位 国名 
2014 年 2014 年までの累計 
件数 シェア 投資額 シェア 件数 シェア 投資額 シェア 
1 韓国 687  37.3  7,320  33.4  4,298  22.3  37,720  13.0  
2 日本 99  5.4  3,000  13.7  2,477  12.8  36,890  12.7  
3 シンガポール 106  5.8  2,800  12.8  1,351  7.0  32,700  11.3  
4 台湾 291  15.8  2,050  9.4  2,343  12.2  28,050  9.7  
5 ヴァージン諸島 66  3.6  723  3.3  550  2.9  17,551  6.0  
6 香港 35  1.9  71  0.3  869  4.5  15,460  5.3  
7 米国 27  1.5  399  1.8  712  3.7  10,920  3.8  
8 マレーシア 35  1.9  150  0.7  480  2.5  10,740  3.7  
9 中国 32  1.7  173  0.8  1,091  5.7  7,805  2.7  
10 タイ 99  5.4  254  1.2  374  1.9  6,550  2.3  
合計 1,843  100 21,922  100 19,277  100 290,613  100 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（http://www.gso.gov.vn―2016年 1月 20 日アクセス）より作成。 
  
（単位：件、百万ドル） 
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4 おわりに 
ベトナム政府はドイモイ後、FDI を梃に経済成長を成し遂げた。FDI を誘致するた
めに 1987年に外国投資法を制定した。時代の要求に合わせて、迅速に対応し、外国投
資法を 5回にわたって改正を行い、引き続き FDI誘致に力を注いていた。その外国投
資法の下で、FDIは現在に至って 3時期を経た。第一次期は 1990年代の第 1次ブーム
の時で、建設やサービス部門がベトナム対内 FDI を牽引した。第 2 次期は 2000 年代
の第 2次ブームで、製造業の投資は建設やサービスを上回って、主流の投資分野にな
ってきた。第 3時期はリーマンショック後の期間で、世界電子産業がベトナムに進出
している背景にサムスンの投資が目立っている。本論文はこの「新段階」に特に注目
し、第 5章においてサムスンの対ベトナム戦略とベトナムの今後の経済発展を議論す
ることになる。
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第 4 章 2000年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
 
 
１ はじめに 
ドイモイ政策を導入して 30 年近くなり、ベトナムの経済は大きく変化してきた。
GDPは 1986年から 2010年にかけて、着実に年平均 7.1%の成長を続けている。この経
済成長に大きく寄与しているのが貿易部門である。貿易依存度を見ても、1986 年の
23.22%から 2000 年には 112.53%へ、そして 2008 年には 171.05%と一貫して増加して
きた1。 
ベトナム政府は貿易を経済発展の牽引車と位置づけて一貫して FDI を誘致した。特
に 2000 年代以降に FDI を誘致するために、積極的に対外開放政策を展開してきた。
例えば、2001 年にベトナムはアメリカと二国間の相互貿易協定（BTA）に調印した。
続いて 2002年には ASEAN・中国の包括的経済協力枠組み協定（ACFTA）を、2005年に
は ASEAN・韓国の包括的経済協力枠組み協定（AKFTA）を結んだ。さらに 2007 年には
正式に WTO のメンバーとなり、2008 年にはベトナム・日本経済連携協定（VJEPA）を
締結した2。つまり、2000 年代に入ってベトナム政府は自由化政策による FDI 誘致加
速を通じて、貿易の拡大を図った。 
実際、図 4－1が示しているように、ベトナムの貿易は 2000年代に入ってから著し
く成長してきた。しかしながら貿易収支を見てみると、ドイモイ以降は赤字状態が続
いていた。特に 2000 年代半ばにおいてはその赤字幅が急速に拡大した。当時ベトナ
ムの対外貿易赤字、特に対中貿易赤字の懸念が強まり、貿易赤字問題が多く議論され
るようになった。しかし 2012 年にベトナムの貿易収支は 19 年ぶりに黒字に転じた3。
                                                   
1 世界銀行のホームページ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx―2013 年 11月 25
日アクセス）を参照。 
2 諸協定の詳しい内容はベトナム工商省のホームページ
（http://www.moit.gov.vn/vn/Pages/Trangchu.aspx―2013 年 11月 25 日アクセス）を 
参照されたい。 
3 その原因はサムスンの対ベトナム投資にある。詳細は第 5 章において述べる。 
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貿易収支が急速に改善されたことによって、対外貿易赤字の話題も沈静化してきてい
る。 
 
図 4－1 ベトナムの対外貿易の推移 
 
出所：ベトナム統計総局のホームページ 
（http://www.gso.gov.vn―2016年 1月 20 日アクセス）より作成。 
 
 
ベトナム経済にとって、これからも貿易収支のバランスを維持できるかどうかは非
常に重要な課題となる。このような問題意識の下、本研究は 2000 年代におけるベト
ナム貿易構造を三角貿易4として捉え、その特徴と課題を分析する。 
                                                   
4 三角貿易は、そもそも 2 国間の輸出入の不均衡を除くために第三国を介在させ、おのおのの国の
貿易収支を均等に近づける目的で行われる貿易を指すことである。17～18 世紀の西インド諸
（単位：百万ドル、%） 
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ベトナムの対外貿易に関する今までの研究は主にベトナムの貿易赤字の原因を議
論する研究が主流であった。例えば Bui他（2011）は、ベトナムの貿易赤字が輸出加
工区における外国からの委託生産と機械・原材料の超過輸入に起因することを明らか
にした。また Tran（2009）は、ベトナムは中国に一次産品（農業品及び鉱物・資源）
を輸出し、中国から二次産品（工業品）を輸入していることから越中経済関係は典型
的な南北問題であると分析した。同じくドー（2011）も、ASEAN 先発国は中国と水平
貿易が、ベトナムと中国は垂直貿易が定着したと把握し、その原因について、民間企
業部門に対する自由競争環境の整備が遅れていることを指摘した。 
ベトナム貿易構造の全体像を議論する本研究に比較的に近い研究としては、Phan
（2003）が上げられる。Phan 氏は 1976～2001 年のベトナム経済成長に対する輸出拡
大のインパクトについて議論し、原油等の素材や米等の加工度の低い農産物、そして
低付加価値工業品を輸出する貿易構造を明らかにした。要するに、貿易の高度化の必
要性を指摘したが、2000 年代に入ってもそのような状況が変わっていない。本稿は、
結論を先取りすることになるが、2000年代におけるベトナム政府が展開した開放政策
が、耐久消費財の輸入と軽工業品の輸出に基づく「特異な三角貿易」を生み出したこ
とを明らかにする。この問題を詳しく議論するために、次節ではベトナムの対外貿易
を概観し、第 3節ではベトナムの三角貿易構造の特徴と課題を明らかにする。第 4節
においては本論の議論をまとめる。第 4節においては本論の議論をまとめる。 
 
 
2 ベトナム対外貿易の成長 
（1） 輸出入の概要 
                                                   
島・イギリス・アフリカの三角貿易がよく知られている。また 1950年代にアメリカ・日本・東
南アジアの貿易を分析する際に三角貿易という言葉が用いられた(Kojima,1960)。これは一次産
品・労働集約的製品・資本集約的製品についての三カ国・地域の貿易を議論するものである。
その後、国際分業が進んだ 1980年代以降の日本・NICs・アメリカの三角貿易（Park, Y. C., 
W.-A. Park,1991）と 2000年代の日本・中国・アメリカの三角貿易（経済産業省,2010）が議論
された。これらの研究における三角貿易の概念は、中間財を輸入して他の国へ最終財を輸出す
るという貿易構造を指す。本稿で取り上げる三角貿易はこの意味合いである。 
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1986年にドイモイを導入して以来、ベトナムは計画経済から市場経済に移行してき
た。それとともに、ベトナムの貿易は飛躍的に拡大しつつある。表 4－1が示している
ように、ベトナムの貿易額は 5年ごとに 2倍以上のペースで増加しており、1986～90
年の年平均貿易額が 39.4億ドルから 2006～10年に 1247.1億ドルに増大し、約 30倍
増となった5。 
 
 
表 4－1 ベトナム貿易の動向 
      （単位：億ドル、%） 
時期 貿易額 前期比 年平均の貿易額 年平均伸び率 
1986～1990 年 197.2 N/a 39.4 35.2 
1991～1995 年 399.4 2.0 倍増 79.9 19.3 
1996～2000 年 1,132.4 2.8 倍増 226.5 22.1 
2001～2005 年 2,409.1 2.1 倍増 481.8 17.9 
2006～2010 年 6,235.4 2.6 倍増 1,247.1 28.3 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
 
第 1に輸出面を見てみよう。1986～2010年における年平均輸出伸び率は 22%に達し
ている。輸出額は 1986年の 7.9億ドルから 2010年に 722.4億ドルへと 91倍の大幅
な増加となった6。ベトナムの輸出額は 1999 年に 100 億ドルを超え7、ASEAN ではフィ
                                                   
5 ベトナムは共産党大会期に合わせ 1961 年から社会経済開発 5カ年計画を公表している。1986～
90年の 5 カ年計画はドイモイ後の第 1次 5カ年計画として発表された。 
6 ベトナムの輸出額は 1999年に 100億ドルを突破した。世界銀行データによると、日本は 1967
年、韓国とインドネシアは 1977年、マレーシアは 1979年、シンガポールは 1978 年、タイは
1980年に 100億ドルの輸出額を記録した［http://databank.worldbank.org―2013 年 11月 23
日アクセス］。 
7 世界銀行のデータによると、日本は 1967年に、韓国とインドネシアは 1977年に、マレーシアは
1979年、タイ、シンガポールは 1978年に、タイは 1980 年に 100億ドルの輸出額を記録した
（詳細は http://databank.worldbank.org を参考されたい）。 
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リピンに次いで 6 位にある。輸出品の構成は、1995年まで一次産品のシェアは圧倒的
に多かった。 ベトナムは 1990年代初頭、世界の市場にアクセスすることに取り組ん
でいたが、競争力が高い世界の商品を勝ち抜けないため、前時期の 1986～1990 と同
じく一次産品の輸出しかできない状況にとどまっていた(70%以上を占めた)。しかし、
1996 年から、一次産品の割合が減り始め、1996 年～2000 年の時期に 54.8%に、その
後 2001～2005年の時期には 45.3%にと減り続けた（図 4-2を参照）。 
 
 
図 4－2 ベトナムの輸出品の構成 
  （単位：％） 
 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
 
次に産業別の輸出品を見てみると、農林水産品は 1986～1990年は 50%以上のシェア
を占めていたが、その次の段階には減少傾向にある。それに対して重工業と軽工業の
製品輸出が急増して、ベトナムの経済発展と雇用には大きな貢献を果たしている（図
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4－3 を参照）。また 1986 年には 2 億ドル以上の輸出品はなかったが、2005 年までそ
れが 16品目となり、2010年に 10億ドルを超える 13の品目がある。また、2000年代
まで原油がベトナムの輸出成長を牽引していたが、その後は衣類と履物が輸出主力品
となり、輸出品目の変化が見られた（表 4－2を参照）。 
 
 
図 4－3  ベトナムの産業別輸出品目の構成 
              
 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
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軽工業品及び工芸品 30.6 19.4 34.6 40.2
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表 4－2 ベトナムの主要な輸出品 
                              
  商品 1986 1990 1995 2000 2006 2010 
1 衣料 71.4  245.2  765.5  1,891.9  5,854.8  11,209.8  
2 履物 8.2  14.4  296.4  1,471.4  3,994.3  5,123.3  
3 原油 N/a  468.4  1,033.1  3,502.7  8,312.0  5,023.5  
4 水産物 106.0  239.1  621.4  1,478.5  3,763.4  5,016.9  
5 
テレビ 
コンピューター 
N/a  N/a  N/a  788.6  1,807.8  3,590.1  
6 木と木材製品 N/a N/a N/a 311.4  1,943.0  3,444.5  
7 米 21.6  304.6  530.0  667.8  1,275.9  3,249.5  
8 ゴム 29.8  66.4  187.9  166.0  1,286.4  2,386.2  
9 コーヒー 61.5  92.5  598.1  501.4  1,217.2  1,851.4  
10 石炭 34.5  32.7  88.9  94.0  914.8  1,614.6  
11 電線とケーブル N/a N/a N/a 129.5  705.7  1,316.0  
12 キャッシュナッツ 5.0  14.9  88.8  167.3  503.9  1,136.9  
13 プラスチック製品 N/a N/a N/a 95.5  452.3  1,130.2  
14 
ルックサック、鞄 
財布 
N/a N/a N/a N/a 502.1  985.5  
15 野菜と果物 46.1  52.3  56.1  213.1  259.1  460.3  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
  
（単位：百万ドル） 
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図 4－4 ベトナムの地域別輸出   
    
                                                                  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
 
図 4－4 の地域別輸出の割合を見てみると、ベトナムの輸出は欧州からアジアへ拡
大していることが特徴である。ベトナムの輸出市場は 1990年まで欧州が 51.7%を占め
ていたが、社会主義圏の崩壊とともに、アジア市場に積極的に取り組んだ結果、アジ
アがベトナムの最大輸出市場として躍り出た。もう一つの特徴としてはアメリカを中
心とした米州向けの輸出拡大である。1986～90 年に僅か 1%だった米州市場のシェア
は 2000～05年に 18.9%、2006～10年に 23.6%を占めるまで増加した。 
第 2に輸入面を見てみよう。輸出の成長とともに輸入も躍進的に増加してきた。輸
入額は 1986年の 21.6億ドルから 2010年に 848.4億ドルに拡大し、1986年の 39倍増
加となり、年平均 17.6%の伸び率を記録した。輸入品の産業別構成は、全期間を通じ
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て二次産品のシェアが圧倒的に多かった8。輸入品の構成は、輸出と違って期間を通じ
て、二次産品のシェアは圧倒的に多かった（図 4－5を参照）。ベトナムの輸入に占め
る工業品のシェアが大きかったことが分かる。 
 
 
図 4－5 ベトナムの輸入品の構成 
（単位：％） 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸入』各年版より作成。 
 
 
産業別の輸入品目の構成は、1986～2005 年に渡ってあまり大きな変化がなかった。
ベトナムは輸出向け生産と国内向け生産のために、燃料・原材料と機械設備を多く輸
入している（総輸入の 90%位のシェア）（図 4－6を参照）。特に布・繊維の輸入は一貫
して拡大し、2010 年には一番大きくなった（表 4－3を参照）。地域別輸入先も輸出市
場と同様な傾向を見せている。1990 年まで欧州は 72.8％を占めていたが、1991～95
                                                   
8 ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版。 
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年にはアジアが 70.5％を占めるようになった。それ以来、アジアのシェアはさらに拡
大している（図 4－7を参照）。 
 
 
図 4－6 ベトナムの産業別輸入品目の構成 
 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸入』各年版より作成。 
 
  
1986-1990 1991-1995 1996-2000 2001-2005
燃料・原材料 53.9 61.2 61.1 62.7
機械・設備類 33.4 24.4 29.8 29.2
食糧・食品 3.6 3.5 2.4 2.7
医療品 1.4 1.9 2.5 1.6
その他 7.7 9 4.2 3.8
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表 4－3 ベトナムの主要な輸入品 
 
 商品 1986 1990 1995 2000 2006 2010 
1 布・繊維 77.7  72.5  303.2  1,087.7  3,821.7  7,358.6  
2 ガソリン・石油 441.9  610.3  818.5  2,070.4  5,969.5  6,441.3  
3 鉄鋼 105.8  89.2  360.3  824.5  3,006.3  6,164.6  
4 テレビとコンピューター N/a N/a N/a N/a 1,869.7  5,208.3  
5 プラスチック素材 14.0  23.5  229.8  530.6  1,886.2  3,780.4  
6 道路走行車両 81.1  51.7  159.3  193.1  718.1  2,907.2  
7 機械類 N/a N/a N/a N/a 1,417.4  2,818.6  
8 通信機 N/a N/a N/a N/a 945.7  2,480.6  
9 化学製品 N/a N/a N/a N/a 1,171.3  2,317.3  
10 家畜の餌 N/a N/a N/a N/a 708.2  2,172.5  
11 化学物質 N/a N/a N/a N/a 1,121.8  2,137.4  
12 縫製用副原料 N/a N/a N/a N/a N/a 1,937.2  
13 プラスチック製品 N/a N/a N/a N/a N/a 1,649.8  
14 銅 N/a N/a N/a N/a 767.4  1,306.8  
15 木と木材製品 N/a N/a N/a N/a 757,435.0  1,141.5  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
 
要するに、ドイモイ後ベトナム政府は国際市場を積極的に活用してきた。それとと
もに一次産品の輸出国から二次産品の輸出国に変わり、この変化がベトナムの経済成
長に大きく貢献してきた。2010年における輸出は第 1位が衣料で第 2 位が履物といっ
た軽工業品である。これらの商品はベトナム総輸出額の約 23%に上る大きなシェアを
（単位：百万ドル） 
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占めている。また輸入面から見ても布と繊維は一番大きなシェアを占める9。つまりベ
トナム政府は主に軽工業品輸出を中心として経済発展を進めてきたことが分かる。 
 
 
図 4－7 ベトナムの地域別輸入                                        
                
     
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。    
 
 
（２） 主な輸出入先 
ベトナム統計総局の『商品輸出入』（2010 年版）によると、ベトナムは 168 カ国・
地域と貿易取引を行っている。しかし、表 4－4が示しているベトナムの国・地域別貿
易統計を見てみると、ベトナムにとって大きな貿易パートナーは中国、アメリカ、日
                                                   
9 2010年の主要輸入品目のうち、布と繊維は 7358.6百万ドルでガソリン・石油や鉄鋼を上回る最
大輸入品目となった（ベトナム統計総局、『商品輸出入』2010 年）。 
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本、韓国、ASEAN、EUである。これらの国・地域は 2000年代に入ってから概ね 75%の
シェアを占めていることが確認できる。 
 
 
表 4－4 ベトナムの国・地域別貿易額の割合 
                                  
輸 
出 
入 
年 アメリカ EU 中国 韓国 ASEAN 日本 その他 
1995 2.2 10.1 5.1 10.9 24.0 17.5 30.2 
2000 3.7 14.0 9.9 7.1 23.8 16.4 25.1 
2005 9.8 11.7 13.1 6.1 21.7 12.1 25.5 
2010 11.5 11.3 17.8 8.2 17.0 10.7 23.5 
輸 
出 
1995 3.1 12.2 6.6 4.3 18.3 26.8 28.7 
2000 5.1 19.6 10.6 2.4 18.1 17.8 26.4 
2005 18.3 17.0 9.9 2.0 17.7 13.4 21.7 
2010 19.8 15.8 10.7 4.3 14.3 10.7 24.4 
輸 
入 
1995 1.6 8.7 4.0 15.4 27.8 11.2 31.3 
2000 2.4 8.7 9.2 11.5 29.3 15.1 23.8 
2005 2.3 7.0 16.0 9.7 25.2 11.0 28.8 
2010 4.4 7.5 23.8 11.5 19.3 10.6 22.9 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
  
特に 2000 年代以降、中国とアメリカのシェアが顕著に伸びており、その中で対中
輸入と対米輸出の成長が著しい。さらに主要貿易相手国・地域別貿易収支を表す図 4
－8が示しているように、中国・ASEAN・韓国を赤字グループ、アメリカ・EU・日本を
黒字グループに分けることができる。特にベトナムが WTO に加盟した 2007 年以降に
黒字グループと赤字グループの差が広がっている。そのうち、黒字が急速に拡大して
（単位：%） 
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いるところはアメリカであり、最大赤字国は中国となっている。つまり 2000 年代に
入りベトナムにとって最大の貿易パートナーはアメリカと中国であり、この両国はベ
トナムの輸出入に大きな影響を与えている。 
 
 
図 4－8 ベトナムの主要貿易相手国・地域別貿易収支 
 
                     
 
出所：ベトナム統計総局『統計年鑑』各年版より作成。 
 
 
まず中国との貿易関係を見ると、外交関係を正常化した 1991 年以来、急速に発展
してきた。表 4－5 はベトナムの対中貿易の動向を示すものである。これによると、
1995年に両国の貿易高は 6.91億ドルであったが、2010年になると、279.47 億ドルの
40 倍増となった。特に中国からの輸入はその成長が著しく、1995～2010 年の年平均
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33％増を記録した。しかし貿易成長とともに赤字額も増加し、2011年に対中貿易赤字
がベトナム貿易収支赤字額を上回るまで拡大した10。 
 
 
表 4－5 対中貿易の動向 
                          
年 貿易額 
貿易額の 
伸び率 
輸出額 
輸出額の 
伸び率 
輸入額 
輸入額の 
伸び率 
貿易収支 
1995 691.6 --- 361.9 --- 329.7 --- 32.2  
1996 669.2  ▲3.2  340.2 ▲6.0  329.0 ▲0.2  11.2  
1997 878.5  31.3  474.1 39.4  404.4 22.9  69.7  
1998 955.1  8.7  440.1 ▲7.2  515.0 27.4  ▲74.9  
1999 1419.5  48.6 746.4 69.6 673.1 30.7  73.3  
2000 2937.5  106.9  1,536.4 105.8  1,401.1 108.2  135.3  
2001 3023.6 2.9  1,417.4 ▲7.7  1,606.2 14.6 ▲188.8  
2002 3677.1  21.6 1,518.3 7.1  2,158.8 34.4  ▲640.5  
2003 5021.7  36.6 1,883.1 24.0  3,138.6 45.4  ▲1,255.5  
2004 7494.2  49.2  2,899.1 54.0  4,595.1 46.4  ▲1,696.0  
2005 9127.8  21.8  3,228.1 11.3  5,899.7 28.4  ▲2,671.6 
2006 10634.1  16.5  3,242.8 0.5  7,391.3 25.3  ▲4,148.5  
2007 16356.1  53.8  3,646.1 12.4  12,710.0 72.0  ▲9,063.9  
2008 20823.7  27.3  4,850.1 33.0  15,973.6 25.7  ▲11,123.5  
2009 20814.3  0.0  5,403.0 11.4  15,411.3 ▲3.5  ▲10,008.3  
2010 27946.5  34.3  7,742.9 43.3  20,203.6 31.1  ▲12,460.7  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
                                                   
10 ベトナム統計総局の『商品輸出入』（2012）によると、2011年にベトナム貿易収支赤字は▲98
億ドルであるのに対し、対中貿易収支赤字は▲135 億ドルであった。 
（単位：百万ドル、％） 
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表 4－6 対米貿易の動向 
                          
年 貿易額 
貿易額の 
伸び率 
輸出額 
輸出額の 
伸び率 
輸入額 
輸入額の 
伸び率 
貿易収支 
1995 300.1  --- 169.7 --- 130.4 --- 39.3  
1996 450.0  50.0  204.2 20.3  245.8 88.5  ▲41.6 
1997 538.2  19.6 286.7 40.4  251.5 2.3  35.2  
1998 793.5  47.4  468.6 63.4  324.9 29.2  143.7  
1999 826.7  4.2  504.0 7.6 322.7 ▲0.7  181.3  
2000 1,096.2  32.6 732.8 45.4  363.4 12.6 369.4  
2001 1,476.1  34.7  1,065.3 45.4  410.8 13.0  654.5  
2002 2,911.1  97.2  2,452.8 130.2  458.3 11.6 1,994.5  
2003 5,081.9  74.6 3,938.6 60.6 1,143.3 149.5  2,795.3  
2004 6,158.7  21.2  5,024.8 27.6 1,133.9 ▲0.8  3,890.9  
2005 6,786.9  10.2  5,924.0 17.9  862.9 ▲23.9  5,061.1  
2006 8,832.1  30.1  7,845.1 32.4  987.0 14.4  6,858.1  
2007 11,805.0  33.7  10,104.5 28.8  1,700.5 72.3  8,404.0  
2008 14,535.4  23.1  11,886.8 17.6 2,648.6 55.8  9,238.2  
2009 14,117.7  ▲2.9  11,407.2 ▲4.0  2,710.5 2.3  8,696.7  
2010 18,095.0  28.2  14,328.1 25.6 3,766.9 39.0  10,561.2  
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
 
 
他方、最大の黒字国はアメリカである。1995 年にアメリカと国交を正常化し、
2001年に「越米通商協定」を締結した。この協定によりベトナムはアメリカからの最
恵国待遇（MFN）の供与を受け、輸出増加に拍車をかけた。表 4－6はベトナムの対米
貿易の動向を示すものである。これによると、1995年に両国の貿易高は 3.1億ドルで
（単位：百万ドル、％） 
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あったが、2010年になると、180.95億ドルの 58倍増となった。特にアメリカからの
輸入は急速に拡大し、1995～2010 年の年平均 37％増であった。2010 年に対米輸出総
額は、1995年の 84 倍となる 143億ドルに上った。 
 
 
3 中・越・米の三角貿易 
前節で触れたように、ベトナムの最大貿易相手国は、赤字グループの中では中国、
黒字グループの中ではアメリカが一番大きなシェアを占めている。本節ではベトナム
対外貿易の構造を明らかにするために対中国と対米国の工業品貿易の財別分析を行
う。ベトナム統計総局が発表している輸出入データは国別 SITC 分類を行っていない
ため、本研究では先行研究の分類表11に基づき、対中国と米国の財別輸出入の貿易デ
ータをまとめた。 
まず中国と米国からの輸出の特徴を見てみる。表 4－7 はベトナムの財別対中輸出
工業品を示したものである。これによると、対中の工業品輸出は世界金融危機の 2009
年を除いてデータが確認できる 2006 年以降は徐々に増加する傾向にあった。そのう
ち、労働集約財（非耐久消費財及び労働集約中間財）のシェアは平均にして 55％弱で
あり、対中輸出の主力財であることを表す。なお工業品に占める耐久消費財および資
本財のシェアも上昇傾向にはあるものの、近年になっても輸出に占める工業品のシェ
アは 3割を超えていない状況である。つまりベトナムの対中輸出は殆ど一次産品であ
ることが確認できる。 
次にベトナムの対米輸出を見てみよう。中国に比べて、対米総輸出に占める工業品
のシェアは非常に大きい。表 4－8 が示しているように、工業品のシェアは特に 2002
年以降急激に増加した。2001 年に 15.5%に過ぎなかった工業品のシェアは 2010 年に
は 74.3％にまで拡大した。なお、対米工業品輸出の内訳を見ると、近年その割合が若
干減少している傾向にはあるが、非耐久消費財の輸出が主力となっている。 
                                                   
11 山邉（2008）、p.200。 
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続いて、対中国と対米国の輸入の特徴である。表 4－9は、ベトナムの財別対中輸入
工業品を示したものである。これによると、ベトナムの対中輸入工業品の割合は 2000
～10 年の全期間に増加しており、2007 年以降に年平均約 7 割以上まで拡大した。内
訳を見ると、資本財と中間財（労働集約中間財と資本集約中間財）のシェアは 2000年
に 46%であったが、2005 年に 96%に上昇した。2006 年以降そのシェアが低下し始め、
2010年には 71.2%となっている。その間、耐久消費財の輸入は、2005 年の 4.2％から
2010年には 27.9％を占めるまで大きく拡大した。 
 
 
表 4－7 ベトナムの財別対中輸出工業品 
    
  
2000～05 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸出の内訳 N/a N/a 254.3  100 616.2  100 1,045.7  100 994.8  100 2,176.3  100 
非耐久消費財 N/a N/a 64.0  25.2 101.4  16.5 157.8  15.1 139.2  14 248.0  11.4 
耐久消費財 N/a N/a 94.1  37 160.5  26.1 261.2  25 236.0  23.7 530.7  21.9 
資本集約中間財 N/a N/a 11.7  4.6 59.5  9.7 100.2  9.6 96.8  9.7 176.8  8.1 
労働集約中間財 N/a N/a 84.4  33.2 247.5  40.2 354.2  33.9 517.7  52 676.0  31.1 
資本財 N/a N/a N/a N/a 47.2  7.7 172.3  16.5 5.0  0.5 599.6  27.5 
工業品のシェア N/a 7.8 16.9 21.6 18.4 28.1 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
注：2000 年から 2005 年にかけての対中工業品輸出に関しては、詳細なデータが示されていない。 
  
  
（単位：百万ドル、％） 
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表 4－8 ベトナムの財別対米輸出工業品 
  
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸出の内訳 138.2 100 165.6 100 1,242.1 100 2,309.6 100 2,943.1 100 3,274.0 100 5,288.9 100 7,163.6 100 8,461.8 100 8,063.4 100 10,646.2 100 
非耐久消費財 136.5 98.8 162.4 98 1,231.4 99 2,281.6 99 2,889.9 98 3,214.0 98 4,074.9 77 5,613.1 78 6,536.2 77 6,319.0 78 7,971.1 75 
耐久消費財 1.7 1.2 3.2 1.9 10.7 0.9 28.0 1.2 53.2 1.8 60 1.8 1,151.9 22 1,392.2 19 1,614.6 19 1,573.6 20 1,648.7 16 
資本集約中間材 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 47.0 0.9 101.3 1.4 248.0 2.9 115.7 1.4 161.2 1.5 
労働集約中間材 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 15.096 0.3 52.2 0.7 57.0 0.7 52.1 0.6 30.8 0.3 
資本財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 0 0 4.8 0.1 5.9 0.1 3.1 0 834.5 7.8 
工業品のシェア 18.9 15.5 50.6 58.6 58.6 55.3 67.4 70.9 71.2 70.7 74.3 
 
 
 
表 4－9 ベトナムの財別対中輸入工業品 
                                   
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸入の内訳 774.6 100 740.0 100 696.0 100 1,049.6 100 1,807.8 100 2,359.5 100 5,023.2 100 8,813.1 100 12,456.6 100 10,758.3 100 14,251.3 100 
非耐久消費財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 94.6 1.9 49.0 0.6 124.3 1 138.2 1.3 119.7 0.8 
耐久消費財 422.3 54.5 406.9 55 99.7 14.3 25.2 2.4 51.2 2.8 99.9 4.2 745.3 14.8 1,956.2 22.2 2,657.9 21.3 3,141.9 29.2 3,982.2 27.9 
資本集約中間財 260.5 33.6 201.7 27.3 267.6 38.4 509.4 48.5 1,016.4 56.2 1,269.9 53.8 2,542.8 50.6 4,174.1 47.4 5,122.5 41.1 3,218.1 29.9 4,617.5 32.4 
労働集約中間財 91.8 11.9 131.4 17.8 328.7 47.2 515.0 49.1 740.2 40.9 989.7 41.9 1,243.6 24.8 1,817.0 20.6 2,086.2 16.7 1,992.2 18.5 3,109.9 21.8 
資本財 N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a N/a 396.8 7.9 816.9 9.3 2,465.7 19.8 2,267.9 21.1 2,422.0 17 
工業品のシェア 55.3 46.1 32.2 33.4 39.3 40 68 69.3 78 69.8 70.5 
  
  
（単位：百万ドル、%） 
（単位：百万ドル、％） 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
 
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
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次に対米輸入である。表 4－10はベトナムの財別対米輸入工業品を示したものであ
る。これによると、2005 年から工業品輸入のシェアが増加し 2010 年には 50.7%を占
めている。また工業品輸入の内訳をみると、資本財及び中間財の割合が 2010年に 70%
である。つまりベトナムの対米輸入も、中国と同じく、生産財中心の輸入構造である。
しかしながら、表 4－4 が示しているように、ベトナムの総輸入額に占めるアメリカ
の割合は全期間を通じて無視できるほど僅かである。 
 
 
表 4－10 ベトナムの財別対米輸入工業品 
 
  
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 
工業品輸入の内訳 108 100 138.1 100 162.2 100 149.6 100 260.3 100 294.7 100 627.3  100 1,020.5  100 1,589  100 1,578.8  100 1,909.5  100 
非耐久消費財 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10.6  1.7 8.0  0.8 9.8  0.6 15.1  1 14.3  0.8 
耐久消費財 13.2 12 16.6 12 30 19 50.6 34 51 20 59.6 20.2 144.0  23 320.9  31 494.9  31 645.2  40.9 540.7  28 
資本集約中間財 59.9 56 64.3 46.6 71.6 44 61 41 93.8 36 128.1 43.5 247.3  39 316.6  31 423.6  27 408.2  25.9 504.5  26 
労働集約中間財 34.9 32 57.2 41.4 61.2 38 38 25 115.5 44 107.0 36.3 185.5  30 301.7  30 447.4  28 395.9  25.1 599.6  31 
資本財 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 39.8  6.3 73.3  7.2 213.3  13 114.4  7.2 250.4  13 
工業品のシェア 29.7 33.6 35.4 13.1 23 34.2 63.6 60 60 58.2 50.7 
 
  
 
以上、ベトナムの対中・米の工業品輸出入を検討してきたが、図 4－9にまとめたよ
うに、ベトナムにとって中国は中間財・資本財のサプライヤー国、そしてアメリカは
非耐久消費財のアブソーバー国となっている。つまり中・越・米は三角貿易関係にあ
ると言える。このような三角貿易構造は中・越・米が初めてではない。例えば、韓国
の初期工業化段階における貿易構造をみると、日本から中間財を輸入してアメリカへ
出所：ベトナム統計総局、『商品輸出入』各年版より計算。 
 
（単位：百万ドル、%） 
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完成品を輸出する構造であった。また近年中国は日韓から中間財を輸入し欧米へ完成
品を輸出する三角貿易関係を形成している12。ベトナムの貿易構造は形だけを見たと
きに 1970年代の韓国と 2000年代の中国のパターンに似通っている。 
ところがベトナムは中国から中間財輸入だけではなく耐久消費財も多く輸入して
いるところに特徴がある。韓国の発展初期段階において、日本からの耐久消費財の輸
入割合は 1963年に 14%、1975年に 8.5%と低下傾向であったが13、ベトナムはその割合
が近年上昇している。表 4－9 が示すように、中国からの耐久消費財の輸入は、2005
年にその割合が僅か 4.2%であったが、2009 年には 29%、2010 年には 27.9%に伸びた。
そして 2010 年にベトナムの対中耐久消費財輸入額は、同年ベトナムの対外赤字額の
3分の 1に相当する約 40億ドルに増加した。 
 
 
図 4－9 ベトナム三角貿易のイメージ 
 
 
                                                   
12 経済産業省（2010）、pp.170-174。 
13 山邉（2008）、p.189。 
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ベトナムの耐久消費財の過度な輸入は中国に限ることではない。表 4－11が示して
いるように、2010 年に耐久消費財の輸入額は 143億ドルに上り、ベトナムの対外貿易
赤字額の 126億ドルを上回る。また、2006～10年に耐久消費財のシェアは年平均にし
てベトナムの輸入構成の 13%強を占めている。韓国の場合、総輸入に占める耐久消費
財の割合が低く、貿易自由化が進んでいた 1980 年においても 2.1%しか占めていない
14。中国の場合でも、総輸入額に占める耐久消費財と非耐久消費財の割合は近年若干
上昇して 5%前後で推移している15。このように耐久消費財を多く輸入するベトナムの
三角貿易は、韓国や中国に比べると、非常に特異な構造であると言える16。 
2012 年以降、サムスンの携帯電話はベトナムの主力輸出品となり、2013 年には衣
類より存在感が高まってきた17。このことが貿易収入を黒字に転換させた一つの理由
と見られている。つまり、耐久消費財の国内生産はそれだけベトナムの経済、とりわ
け輸出には大きな影響力を持つことになる。当然ながら耐久消費財の輸入は国内産業
育成にも影響を与えている。特にベトナム政府が 2000 年代以降に自由化を積極的に
促進している中、耐久消費財の輸入増加は国内産業育成のマイナス要因になりうる。 
 
  
                                                   
14 韓国産業資源部（2003）、pp.69-78。 
15 三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング（2012）、p.2。 
16 その原因については、貿易自由化に伴った急速な経済発展により、消費欲望が急激に拡大し、
そのために、耐久消費財のニーズを満たすための輸入も拡大していると考えられる。 
17 ベトナム通関局のホームページ（http://www.customs.gov.vn/Lists/ThongKeHaiQuan―2013 年
11月 23日アクセス）。 
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表 4－11 耐久消費財の主要輸入品 
 
  2006 2007 2008 2009 2010 
総輸入額 44,891.1  62,764.7  80,713.8  69,948.8  84,838.6  
ベトナムの貿易赤字額 5,064.9  14,185.3  18,028.7  12,852.5  12,601.9  
耐久消費財の輸入額 4,202.6  6,982.8  11,041.9  11,794.0  14,318.5  
道路走行車両 718.1  1,514.1  2,443.6  3,052.4  2,907.2  
通信機 945.7  1,631.7  2,017.0  2,586.1  2,480.6  
テレビとコンピューター 1,869.7  2,958.4  3,714.1  3,220.6  5,208.3  
冷房 111.7  153.6  190.4  237.9  345.3  
バイク 557.4  725.0  759.6  755.9  890.6  
プラスティック製品 N/a N/a 1,256.0  1,177.9  1,649.8  
ゴム製品 N/a N/a 310.8  309.2  346.8  
紙製品 N/a N/a 324.3  379.4  443.6  
木材製品 N/a N/a 26.2  74.6  46.3  
出所：ベトナムの統計総局、『商品輸出入』各年版より作成。 
 
 
4 三角貿易と貿易収支赤字 
ベトナムの貿易赤字はベトナムのマクロ経済の安定に大きなダメージを与え、この
赤字の原因分析が必要となってきている。中国の台頭に伴った対中国の貿易赤字だけ
を懸念する学者が多い。しかし、かつて韓国の日・韓・米の三角関係のように、ベト
ナムが中・越・米の三角関係を構築できているなら、対中国貿易が赤字になってもそ
れほど大きな問題ではないだろう。その場合、中国からの脅威論を見直す必要があり、
ベトナムの輸出志向型成長戦略に対する中国の存在を積極的に評価すべきところで
ある。 
(単位：百万ドル) 
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ベトナムの輸出に対する中国の位置を検討するために、ベトナムと中国が参入して
いる東アジア時代の流れ（東アジアの『奇跡』）を辿って行く必要がある。1950 年代
の東アジアは、朝鮮戦争を経て、ようやく世界経済の舞台へと復帰した。米国が戦後
の冷戦的緊張の中で、東アジア諸国に太平洋地域における反共の防壁としての役割を
期待し、韓国、台湾そして ASEANの諸国に大量の経済援助を実施した。最初に恩恵を
受けたのは日本であった。日本に次いで、経済発展を遂げたのは韓国、台湾、シンガ
ポール、香港といったいわゆる NIESであった。1970年代には、韓国 9.5%、台湾 8.0%、
香港 9.3%、そしてシンガポールは 8.5%という成長率を記録した18。 
 東アジアに高度成長をもたらしたのは工業品の輸出であった。日本は 1950 年代か
ら、急速な工業化を開始し、1970年代初期まで続いた。その後は安定的に推移し、1980
年代に入って、工業化率は低下局面を迎え、重心はサービス業にシフトした。その後、
NIES は総じて 1960 年代に急速な工業化を進め、1980 年代には安定局面に移行した。
NIES の工業化が進展し、工業化率が安定化する 1980 年代になると、ASEAN 諸国が高
度経済成長期を迎えた。その後、中国の台頭となる流れである。要するに、雁行役と
して日本が先に工業化して高度成長を進めた後、NIES 諸国、そして ASEAN 先発国19、
中国もそれぞれ時系列的に高度成長を成し遂げたのである。ベトナムは ASEAN後発国
20としてその流れを受け継ぎ現在の段階で高度成長を実施してきた。ただし、2000 年
代後半のベトナムの不安定なマクロ経済、特に貿易収支の大幅な赤字状況において、
どうすればこの状況から抜け出し持続的な発展ができるのかが問われたときに、NIES
の一国としての韓国のケースは多くのことを示唆する。 
 ベトナムにとってなぜ韓国が一つのモデルになれるかというと、韓国の初期段階つ
まり、輸入代替政策から輸出志向型政策に切り替えた 1964年から 1970年代において、
日・韓・米の三角関係でこの政策を進めたからである。しかし、最初の発展段階で繊
維・アパレルのような労働集約的工業品が輸出品の中心であったが、現在では、産業
構造・比較優位構造も高度化し、自動車、家電、コンピューター、工作機械などの機
                                                   
18 高中（2000）、p.17 を参照。 
19 インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネイ。 
20 ベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス。 
第 4 章 2000 年代のベトナム貿易構造の特徴と課題 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 72 
 
械類は圧倒的なシェアを誇り、「中進国の罠」から脱却することに成功した唯一の国
でもある。 
1947 年に貿易 1 億ドルとなった韓国の貿易規模は 1964 年に 5 億ドル、1967 年 13
億ドル、1974 年には 113 億ドルと増加した。1988 年に 1 千億ドル、2005 年に 5 千億
ドルをそれぞれ突破するなど、急成長を遂げた。輸出志向型の経済成長政策に力づけ
られて 1964 年に 1 億ドルに過ぎなかった輸出額は 1971 年に 10 億ドル、1977 年 100
億ドル、1995 年に 1 千億ドルを突破した。2011 年に、世界で 8 番目に 5 千億ドルを
超えた国になった。これに伴い、韓国の輸出額の世界ランキングは 1964年の 72位か
ら 2010年 7位に浮上し、貿易規模の順位は、同期間 56位から 9位に上昇し、さらに
は 2012 年についに 8 位圏に進出した。貿易規模が大きくなるにつれて、輸出品目の
世代交代も行われた。1970 年代には全輸出額の 40%の割合を占めた繊維類をはじめ、
合板（11.8%）、かつら（10.8%）などが輸出を主導し、1980年代にも衣服や靴が主な
輸出品目だった。しかし、2000年代に入り、船舶、半導体、携帯電話、自動車などの
産業が輸出を主導し、主力品目に上った。最大の輸出市場は、2003年以降、米国から
中国に変わった新興国の輸出の割合が徐々に高まっている。現在、韓国はすでに貿易
8大国に入っている21。このように、韓国は貿易を通じて経済成長を遂げてきたのであ
る。ただ、今のような地位の現実化は短期間で容易に成し遂げられるものではない。
図 4－10 を見てみると、韓国政府が輸入代替政策から輸出型工業化政策に変換した
1964年を始動年にすると、1964年から現在にかける時期を 1964年～1970 年代前半の
段階、1970 年代後半～1980 年代前半の段階、1980 後半から～1990 年代後半の段階、
2000年代以降の段階という 4つの段階に分けることができる22。 
 
  
                                                   
21 『連合ニュース』（韓国）、2012年 12月 10日。 
22 韓国は輸出志向型工業化政策に変更して以来、1964年、1970年代後半、1980後半から、2000
年代を変り目として貿易が躍進的に増加していると図 4-10から見て取れる。 
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図 4－10 韓国の 1957年～2011年の貿易の推移 
（単位：百万ドル） 
 
出所：韓国国際貿易協会のホームページ（http://www.kita.org/）より作成。 
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前述したベトナムの 2000 年代の貿易状況は、貿易構造において韓国の第 1 段階と
同じような点が見られる。韓国では 1962 年 1 月、朴正煕政権による第 1 次経済開発
5カ年計画が発表されたが、その後、行き詰まりの状態が続いたために、1964年に 1962
年に出した輸入代替工業化政策から輸出志向型工業化政策に変更し、補完計画が実施
された。それ以降、第 2次経済開発 5ヶ年計画（1967～71 年）、第 3 次経済開発 5 ヶ
年計画（1972～76 年）においても輸出志向工業化政策を維持した。山邊（2008）によ
ると、政策転換前の 1960 年代前半と比べて、1960 年代後半の韓国の貿易構造は大き
く変化した。その変化の背景には、日本とアメリカが韓国の貿易構造に重要な役割を
果たしたことがあると主張し、輸出志向工業化の貿易面における日・韓・米の三角関
係において、日本が中間財・資本財のサプライヤー国であり、アメリカが消費財のア
ブソーバー国であったと分析している。その関係の中で、対日貿易収支は赤字、対米
貿易収支は黒字状態が続いていた。この三角関係における貿易構造の高度化が、前段
階と異なり、韓国の持続的な発展をもたらした。三角貿易という観点から考えてみる
と、ベトナムにとって中国は、韓国にとって日本のような役割を果たしていると言え
る。したがって、必ずしも中国の台頭はベトナムにとって脅威とは言えない。ところ
が、前述した「特異な三角貿易」の構造を是正しなければならない。 
 
 
5 おわりに 
ベトナムは 2000 年代に入り対外貿易が大きく成長してきた。その過程において、
対米輸出と対中輸入の拡大が著しくベトナムの貿易構造に大きな影響を及ぼしてい
る。ベトナムは主に中国から衣類・革靴生産用の資本財・中間財を輸入して、アメリ
カに衣類・革靴等の軽工業品を輸出しているという三角貿易構造が現れた。しかし、
輸出主導型経済成長に成功した韓国や中国と異なり、ベトナムは中間財だけではなく、
耐久消費財も多く輸入している構造を有している。 
東アジアに高度成長をもたらしたのは輸出志向型工業化戦略であった。日本は 1950
年代から、NIESは 1970年代に、ASEAN先発国と中国は 1980年代に工業化を進め、輸
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出主導型の経済発展を成し遂げた。ベトナムは ASEAN 後発国として特に 2000 年代に
入ってから高度成長が続いている。ベトナムが韓国貿易構造をモデルとした場合、ベ
トナムの「特異な三角貿易の構造」を是正しなければならない。そのためには自由化
スピードをコントロールしながら、国内産業の育成に早急に取り組んでいく必要があ
る。特に、近年積極的に参加交渉を行ってきている TPPも例外ではないだろう。
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第 5 章 サムスンのベトナム進出とその影響 
 
 
1 はじめに 
近年において「チャイナ+１」の世界電子産業の投資がベトナム（特にベトナム北部）
とフィリピン（マニラ周辺）に集中しつつある。ベトナム北部では、2011年以降、電
子分野で大型投資が相次いでいる。日本の京セラドキュメントテクノロジーは 2011
年に中央直轄のハイフォン市にある VSIP 工業団地に 2 億ドルを投じ、プリンター・
複合機生産工場を建設した。2012 年 10 月、ベトナム北部のハイフォンで、プリンタ
ー・複合機の生産を開始、2013 年 4 月にはトナー充填ラインの稼働を開始している。
同社は中国の石龍工場と日本の玉城工場（三重）、枚方工場（大阪）で生産を行ってきた
が、ASEAN における初の生産拠点としてベトナム北部を選択した。2016 年に 7000 人
の雇用と毎年の 10 億ドルの輸出に貢献する見込みである1。 
富士ゼロックスも京セラドキュメントテクノロジーと同じく、ハイフォン市の VSIP
工業団地において複合機・小型プリンターの生産工場建設に 1.2 億ドルを投資した。
2013 年 11 月から操業開始し、700 人の雇用と毎年の 200 万台の生産商品の輸出に貢
献する2。ベトナムに進出した理由として、同社は生産量の 9割を担っている中国の 2
つの生産拠点への一極集中を避けること、同地域が中国・ASEAN 各国と陸送網で結ば
れ、サプライチェーンが組みやすい点を挙げている3。 
パナソニックは 2011年にタンロン工業団地（ハノイ市）において、スマートフォン
向け部品である樹脂多層基盤の生産工場を建設した。2012 年に稼働しはじめ、一年
350 万の商品を生産する規模である。また同時にタンロン II 工業団地（フンイエン
省）で R&D センター付きの洗濯機生産工場も新設されている。R&D センターが工場内
に置かれているのはベトナムでは例のなかったものである。投資額は 32 百万ドルで
                                                   
1 http://www.baomoi.com/KYOCERA-MITA-khoi-cong-xay-dung-nha-may-moi-tai-VSIP-Hai-
Phong/c/7289251.epi－2015年 7月 11日アクセスを参照。 
2 http://vneconomy.vn/doanh-nhan/them-du-an-fdi-lon-cua-nhat-vao-hai-phong-
20120820095734662.htm－2015年 7月 11日を参照。 
3 ジェトロ（2013）、pp.4-5。 
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あった。「エコ」と「スマート」のテクノロジーを採用し、最先端技術の洗濯機を作る
方針である。生産量は一年 60万台であり、半分ベトナム国内で販売され、半分東南ア
ジアに輸出される4。 
以上のように日本の進出メーカーの数は多い。ところが投資金額面においては韓国、
とりわけサムスンの投資が目立つ。それによってベトナム北部はスマートフォンを中
心とする携帯電話生産の一大集積地域になりつつある。サムスンはバクニン省とタイ
グエン省に掲載端末生産の工場を建設しており、今後も生産規模をさらに拡大する予
定である5。 
電子産業の集積は貿易面で顕著な効果が現れている。ベトナムの品目別輸出動向を
みると、2011 年以降、コンピューター・電子部品・携帯端末の輸出が急増しており、
2012年にベトナムの輸出構造を変え、マクロ経済の安定化に寄与しつつある。次節は
サムスンの対ベトナム投資を詳しく述べる。 
 
 
2 サムスンの対ベトナム投資 
(1) グローバルブランド創りの戦略 
サムスンは 2000年代以降、グローバル人材の育成、技術の開発、グローバルマーケ
ティング、高級デザイン創造を通じたグローバルブランド創りに取り組むことによっ
て現在のような知名度を獲得できたとみられている。サムスンの企業理念にも書いて
あるように、「サムスンでは、素朴な企業理念に従っています。それは、より良い国際
社会の実現に貢献する優れた製品とサービスを生み出すために人材と技術を注ぐと
いう考え方です。これを実現するために、サムスンでは人材と技術を重視しています」
                                                   
4 パナソニックのホームページ
(https://www.panasonic.com/vn/corporate/news/articles/201303-expanding-home-
appliance-development-through-new-washing-machine.html#.VrwbQViLTjY－2016年 2月 11日
アクセス）を参照。 
5 アメリカのマイクロソフト（元ノキア）も 2013年にバクニン省に生産工場を新設しているがそ
の年間生産規模は 18万台であり、1.5億台の規模を持っているサムスンと比べて小さいのであ
る。 
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6。「サムスン＝高級品」というイメージを発信するために、グローバル戦略を先進国
から開始させた。 
サムスン電子は 2001年にアメリカのラスベガスで CES（Consumer Electronics Show、
電子製品展示会）に参加し始めた。それ以来欧米市場において積極的にマーケティン
グを通じてプレミアムイメージを広げた。2003 年に米国での映画『マトリクス』の上
映と同時に、サムスン電子が映画スタッフによるデザインの下、開発を行った『マト
リックスモデル携帯電話』（SPH-N270）は米国の一部の地域で販売が開始された。こ
れをきっかけに米国での知名度を大きく引き上げた。また、2004年のアテネオリンピ
ックのスポンサー7を務め、スポーツマーケティングを通じて知名度を上げた。また同
年、アメリカの女性ファッション紙『ヴォーグ』と連携し、ファッションモデルを通
じて携帯電話をリリースした。さらに 2005 年以降、英国の Chelsea というサッカー
チームのメインスポンサーになった。このようなマーケティング戦略を前面に打ち出
しながら、2006年の液晶テレビ「ボルドー」販売に成功を収めた。さらに、2009年の
LED テレビ、2010 年の 3D テレビを連続的に投入し「サムスン＝プレミアム製品」と
いうイメージを定着させてきたのである。この結果、2013年上半期の欧米テレビ市場
においては占有率１位を占めた8。 
しかし、サムスンが欧米において画期的にブランド価値を引き上げたのは携帯端末
ギャラクシーＳシリーズであった。この製品販売により、2010 年 3 月から 2013 年 7
月にかけて、サムスン電子は北米の携帯電話市場で占有率１位を維持した9。企業のブ
ランド価値を推定して毎年世界 100大ブランドを発表しているインターブランドによ
れば、サムスンのブランド価値は 2000年に 52.23億ドルの 43位であったが、2005年
には 149.56 億ドルの 20 位に躍り出た。その後は 20 位前後を推移したが、2010 年以
降のギャラクシーS シリーズの成功により 2012 年には 328.93 億ドルの 9 位に、2014
                                                   
6 サムスンジャパンのホームページ 
(http://www.samsung.com/jp/aboutsamsung/samsung/valuesphilosophy.html－2015年 2月 20
日アクセス）。 
7 2012年にもロンドンオリンピックのスポンサーを務めた。 
8 石田（2013）、p.95、p.101。 
9 同上、p.96。 
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年には 454.62 億ドルの 7 位にランクし、名実ともに世界的企業へと飛躍的な成長を
成し遂げた10。 
このような状況の中、サムスンはベトナムにおいて積極的な投資活動を行っている。
サムスンがベトナムに本格的に進出することになったのは 2009 年 4 月からである。
この時、サムスンはバクニン省に 7 億ドルを投じて、携帯端末工場を稼働し始めた。
それ以来、集中的にバクニン省とタイグエン省（両方ともベトナム北部）において新
規投資・投資拡張を行い、ベトナムをサムスンのグローバル生産拠点として位置付け
ている。 
 
 
(2)サムスンのベトナム進出の理由 
なぜベトナムをグローバル拠点として選択したのか。一般的に次のような理由が挙
げられる。第 1にベトナム政府の積極的な支援政策を挙げることができる。ベトナム
政府は、企業の個別の投資条件により違いはあるが、非常に破格的な支援条件（工場
敷地無償提供、法人税 4年間免除（以降 12年間で 5％、34年間 10％）、輸入関税と付
加価値税免除、電気水道通信費の 50％水準を提供し、労働組合のストライキ時は政府
レベルで対応）を掲げている11。 
2 つ目の理由は、ベトナムの安い人件費は、企業の投資を誘致する重要な要因の一
つとして作用している。安い人件費は、企業の生産コスト削減、収益性の改善に繋が
るため、多くの企業が、これまでの中国の工場施設に投資してきた。しかし、「世界の
工場」と呼ばれた中国の人件費が大幅に上昇するにつれ、グローバル企業は、その代
案としてベトナムを含む東南アジア地域に目を向け始めた。中国の北京地域の工場労
                                                   
10 対照的なトレンドを見せている競争相手はノキアである。2000 年の第 6 位から 2014 年には 98
位に急落した（Interbrand 社のホームページ http://www.bestglobalbrands.com/－2015年 2月
20日アクセス）。 
11 この破格的優遇政策を出した背景は、第 4章において論じたように、2000 年代の FDI政策によ
って貿易赤字拡大問題が深刻化したため、高付加価値の耐久消費財が生産できる多国籍企業の
投資を積極的に誘致することにある。 
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働者の平均月給が US$480（2013年基準）に比べ、ハノイ地域の工場労働者の平均月給
は US$150で、著しく低い水準である。 
3つ目の理由は、9,250万人（2013年基準。世界 14位。ドイツと同様）に達する人
口大国であるベトナムは他のアジア諸国に比べ「生産年齢人口の割合」が高いことで
注目されていることである。国連の資料によると、ベトナムの 2020 年の総人口比で
「生産年齢人口の割合」は、70.5％で、アジア最上位圏にあり、継続的に増加すると
予想される。しかし、中国の場合、2010年以降、生産年齢人口の割合が減少傾向にあ
る。ベトナムは、1970年代半ばまで続いた戦争の影響で、80年代前後に生まれた若い
年齢層の割合が高い。これらの人口統計学的特性は、ベトナムの経済成長の原動力で
あると同時に、ベトナムの消費市場を主導することが期待されている。 
4 つ目の理由は、ベトナムの勤勉な民族性である。唯一アジアでの帝国主義勢力を
自分たちの力で下したベトナム人は独立の維持に対する自負心が非常に高く、儒教的
伝統文化を持っている。そのため、与えられた仕事に対して懸命に努力するベトナム
の国民性が、他の東南アジア諸国に比べ、非常に魅力的な部分として作用している。 
5 つ目の理由は、ベトナム北部に位置し、中国の深圳市との地理的な連結性もまた
肯定的な部分に作用している。中国の代表的な IT 産業団地である深圳市とベトナム
北部地域が陸路輸送でつながることができ、中国企業もベトナムでの工場設立を加速
させることができ、北部地域に進出したサムスン電子などの IT企業も 深圳地域の部
品を調達するのに有利な面があると判断される。 
6 つ目の理由として、宗教的にベトナム総人口の大部分が無宗教と仏教信者である
ことも利点として作用している。製造業をするにあたり、海外に生産拠点を移動する
とき、様々な考慮するべき事項があるがその一つが、宗教的な部分である。イスラム
教のように、特定の宗教的色彩が強すぎる地域の場合、操業の障害要因になることが
ある。したがって、ベトナムはカトリックのフィリピンやイスラム教のインドネシア、
マレーシアに比べて、有利な面が多いと判断される。 
7 つ目の理由は、ベトナムは世界的に米、コーヒー、コショウ、天然ゴム、果物な
どの農業、林業と水産物が豊富で、石油を含む各種の地下資源が埋まっている。産油
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国であるベトナムは、無煙炭とボーキサイト、鉄鉱石、石灰石、大理石、マンガン、
ニッケル、亜鉛などの鉱物資源が豊富に生産されている12。 
しかし以上のような理由はサムスンに限ることではなく、またなぜ米国のアップル
や日本のソニーなどがベトナムに携帯電話工場を置かないのかを説明できない。サム
スンのベトナム進出は、サムスンの世界戦略とベトナム政府の工業化政策が相まって
一気に加速したのである。 
ベトナム政府は 2020年までに工業国の仲間入りを目指している。「2020年までベト
ナムは基本的に工業国になる」という目標が、2001年に開かれたベトナム共産党大会
第 9回において、策定された。それによってベトナム政府が推し進めたのが輸出主導
型工業化政策である。つまり、輸出拡大を梃に工業化を促進するのである。第 4章で
論じたように、工業品をはじめとする輸出を拡大するために、ベトナム政府は 2000年
代以降に積極的な自由化政策を通じて、FDI を誘致した。しかしながら輸出は成長し
たものの、耐久消費財の過度的輸入を招いた副作用も生まれた。そのため、長い間、
貿易赤字が継続し、特に 2000 年代半ば以降は赤字額が急拡大し、ベトナムのマクロ
経済に悪い影響を与えていた。そこで、ベトナム政府は耐久消費財の携帯を生産して
いるサムスンの投資に破格的誘致待遇を与え、その副作用を緩和する狙いがあったと
考えられる。サムスンの世界戦略は次節で取り上げる。 
 
（3）サムスンの戦略 
サムスングループの対ベトナム投資は急増している。会社別投資をまとめると以下
の通りである。第 1に、サムスン電子の投資である。サムスン電子は、2008年にバク
ニン省・イェンフォン工業団地に年間 1.2億台の生産能力を誇る世界最大規模の携帯
電話第 1工場（SEV, Samsung Electronics Vietnam）を設立した。当初の投資額は 6.7
億ドルだったが、2回にわたる増資により、今までの投資額は 25億ドルに上った。対
ベトナム投資の成果が好調であったため、2013 年 3 月に第 1 工場から約 30 キロ離れ
                                                   
12 イ・ユン（2014）は、2015年から施行される「外国人投資法の改正」により、外国人に友好的
な投資環境がより整えられる期待があるというのを加えて 8つの理由で説明している。 
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ているタイグエン省イェンビン工業団地において、年間 1.2〜1.5 億台の生産規模の
第 2工場（SEVT, Samsung Electronics Vietnam Thai Nguyen）建設に 20億ドルを投
資した。さらに、SEVT は 2014 年 11 月に生産拡大のために 30 億ドルの追加投資（別
の工場建設）を決定した。SEVTの工場はフル稼働したら、SEVを上回ってサムスンの
世界最大規模の携帯端末生産工場になる。ベトナムサムスン電子の携帯電話生産能力
は、サムスン電子全体生産量の約 50％に相当する。 
またサムスン電子は、携帯電話生産工場だけではなく、ベトナムに家電工場を設立
する計画である。ベトナムのグエン・フー・チョン党書記長は、韓国訪問の初日であ
る 2014年 10月 1 日、サムスングループのイ・ジェヨン副会長とミーティングを行っ
た。注目すべきは、ベトナム政府が、イ・ジェヨン副会長とのミーティングを優先的
に進めたことである。そのミーティングの席でサイゴンハイテクパークに TV 中心の
複合家電生産工場（SECC, Samsung CE Complex）を新設することで合意した。工場面
積は 70万㎡、投資額は 10億ドルに達する。サムスン電子は、2016年に家電工場を完
工し、本格的に生産に入る予定であり、TVに加えてエアコン、冷蔵庫、洗濯機などの
生活家電の生産設備がすべて整った場合の総投資額は 14億ドルに上る。 
第 2にサムスン SDIの投資である。2009年に携帯電話の第 1工場 SEV が立地するイ
ェンフォン工業団地に電池生産工場（SDIV, Samsung SDI Vietnam）を設立した。当
初、主に SEV工場の携帯端末生産に必要な電池を提供していたが、今は SEVに加えて、
SEVT工場にも提供している状況である。また、携帯端末電池だけでなく、ノートパソ
コンや掃除機の電池も製造する見込みである。 
第 3にサムスン電機の投資である。サムスン電機は 2013年 10月にタイグエン省イ
ェンビン工業団地に 12.3 億ドルを投資して、電子製品の部品工場（SEMV, Samsung 
Electro-Mechanics Vietnam）を建設した。筆者が SEMVを訪問した時には、まだテス
ト稼働を行っているところであった。この工場で生産する製品は半導体回路、チップ、
カメラモジュールなどの電子部品である。その中、特にカメラモジュールは携帯電話
を生産しているサムスン電子（SEV、SEVT）に供給する仕組みである。 
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第 4にサムスンディスプレイの投資である。サムスンディスプレイは、2014年 7月
に SEV と SEVT の需要に対応するために、ベトナムのバクニン省イェンフォン工業団
地に 10 億ドルを投資して、2015 年第 1 四半期稼動を目指し OLED モジュール工場
（SDBN, Samsung Display Bac Ninh）を設立することを決定した。また、2015年に世
界初のフレキシブルディスプレイ（flexible display）を生産する予定であり、これ
は韓国でもまだ生産していないものである。以上の内容は 2015 年 3 月 1 日から 3 月
10日まで行った現地調査によるが、表 5－1 はこれをまとめたものである13。 
このようなプロジェクトがすべて完工したら、累積投資額が 142.5 億ドルに上り、
中国サムスンの累積投資額を上回る。サムスンベトナム法人の従業員数は、現地調査
によると、85,000 人（フル稼働の場合、10万人を超える見込み）であり、中国のほぼ
2 倍になる14。またサムスンの投資拡大とともに企業規模も急速に大きくなってきた。
VNR500ランキング15によると、サムスン電子ベトナム（SEV）は 2010年の第 80位から
2014年には第 2位の大手企業へと変身した。 
つまりベトナム政府は、サムスンのベトナム投資をテコとして、輸出主導型工業化
政策を進めていると言える。それではサムスンはどのような戦略であろうか。サムス
ングループは、1990年代前半に、中国の安い賃金を利用し、中国を中低価格製品の生
三拠点にしたという戦略があった＾16。しかし近年中国の賃金上昇は著しくなった。
したがって、石田（2013）が指摘したように、サムスンがベトナムを低価格製品の輸
出拠点と位置付けたとするサムスンの新たな戦略論が導かれる。現地で行ったヒアリ
ング調査で得られた資料によると、確かに当初低価格製品を主にベトナムの工場で生
産していた。しかし、2013年からはサムスンの Galaxy Sシリーズ（最新機種の S6）、
                                                   
13  2015年 3月に現地調査を行ったときにサムスンディスプレイは 10 億ドルの工場を設置したこ
とが確認できたが、その後 2015年 8月に新たに 30億ドルを増資することを発表した。これに
よって、現在本工場の登録投資額は 40 億ドルに達した。 
14 中国におけるサムスンの累積投資額は 105億ドルで、中国人の従業員数は 45,660人である（2012
年 7 月）。詳細は石田（2013）、p.110を参照されたい。 
15 VNR500 は、年間売上高を基準にしたベトナム国内トップ 500 企業のランキングである。Vietnam 
Report 社の調査により、2007 年から毎年 Vietnamnet という新聞に発表している。アメリカ
Fortune 500 をモデルに作られたものである（http://www.vnr500.com.vn/―2015 年 5 月 1 日ア
クセス）。 
16 崔（2003）、pp.59-62。 
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Galaxy Noteシリーズ（最新機種の Note 4）、Galaxy Aシリーズ（最新機種の A7）と
いった高価格製品の多くをベトナムで生産している。 
  
第 5 章 サムスンのベトナム進出とその影響 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 85 
 
表 5－1 サムスンの対ベトナム投資事情 
 
投資会社  
（親会社） 
ベトナム法人名 
（投資額） 
投資内容 
認可日 立地 稼働日 
（稼働予定） 
活動分野 従業員 
  
  
サムスン 
電子 
SEV 
（25 億ドル） 
2008 年 
5 月 
バクニン省 
 
2009 年 4 月 
  
携帯電話の組立 
第 1 工場 
43000 人 
（2014 年 11 月） 
SEVT 
（50 億ドル） 
  
2013 年 
3 月 
タイグエン省 2014 年 3 月 
携帯電話の組立 
第 2 工場 
３２000 人 
（2015 年 3 月調査 
➡5 万人の見込み） 
SECC 
（14 億ドル） 
 2014 年
10 月 
ホーチミン市 
（2016 年・ 
第 2 四半期） 
テレビと冷蔵庫、 
洗濯機など 
 未定 
サムスン 
SDI 
SDIV 
（1.2 億ドル） 
2009 年 
7 月 
バクニン省 
2010 年 7 月 
  
携帯電話電池 
（パソコン、掃除機の
電池も予定） 
1200 人 
サムスン 
電機 
SEMV 
（12.3 億ドル） 
 2013 年 
10 月 
タイグエン省 
2014 年 8 月 
(2015 年 3 月 
テスト生産中） 
半導体回路、チップ、
カメラモジュール、 
他の電子部品 
600 人 
（2015 年 3 月調査
➡1 万人の見込み） 
サムスン 
ディスプレイ 
SDBN 
（40 億ドル） 
 2014 年 
7 月 
バクニン省 
（2015 年・ 
第 1 四半期） 
携帯・タブレット用
OLED ディスプレイ
（Flexible ディスプレイ
生産も予定） 
8000 人 
出所：現地調査と各マスコミ報道より作成。 
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表 5－2はバクニン省にあるサムスン電子工場（SEV）の金型輸入動向を表すもので
ある。表 5－2 が示しているように、2013 年から低価格携帯端末生産用の金型輸入が
全くない。これに対して、高価格スマホの金型輸入が急増した。つまり、ベトナムは
ますますサムスンの主力製品生産の拠点になりつつある。 
また、2014年において初めてベトナムでフルメタルユニボディの「ギャラクシー A」
シリーズを生産するようになったことも、2015 年 3月に行った現地調査によって確認
できた。表 5－2を見ると、2012年と 2013年にメタルモデル輸入金型は 0であったが
2014年に 36型に増加した。さらに、携帯だけではなく 2014年の CES において紹介さ
れた Galaxy Note Pro 12.2（Wi-fiモデル）というタブレットなどがベトナムで初め
て製造されたことも現地調査によって確認できた。  
それではベトナムにおいて最新機種の生産に切り替えたサムスンの戦略をどのよ
うに捉えるべきであろうか。筆者が現地調査を通じて得た答えはサムスンの世界戦略
というキーワードである。前述したように、ベトナムにおけるサムスン電子の投資は、
サムスン電子単独で実施しているわけではなく、サムスン電機やサムスンディスプレ
イなどグループ傘下の関連企業が同時に進出している17。このことは何を意味するの
であろうか。周知のように、アイフォーンは、中間財を日本、韓国、台湾から輸入し
て、全て中国で組み立てられる。これに対して、ベトナムで組み立てられるギャラク
シーは、一部の部品をベトナムで生産・調達することができ、競争相手のアイフォー
ンに比べてコスト削減が期待できる18。 
また、サムスンがベトナムでの投資を拡大しているからと言って、中国での投資を
減らしているわけではない。むしろ現状の生産を維持するとともに、西安で世界最大
規模の半導体工場を建設するなど中国においても投資を拡大している。中国企業の猛
                                                   
17 つまり、EMSに生産を委託しているアイフォーンとは異なり、サムスンが垂直統合モデルを維持
しているのである。 
18 サムスン電機ベトナム（SEMV）とサムスンディスプレイバクニン（SDBN）が生産活動を行うこ
とにより、カメラモジュールやディスプレイパネルをベトナム国内で調達できるようになる。 
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烈な追い上げに直面している中、サムスンは中国において徹底した現地化19を通じて
中国企業と競争する。 
 
 
表 5－2 SEV工場の金型輸入動向（バクニン省） 
                         （単位：型） 
モデル 
年 
2012 2013 2014 
低価格携帯電話 14 0 0 
高価格スマホ 91 178 403 
タブレット 31 139 148 
ノートパソコン 0 1 29 
模型 0 0 12 
アクセサリー 0 6 21 
スマホカメラ 0 0 12 
メタルモデル 0 0 36 
出所：現地調査より作成。 
 
 
要するに携帯端末の場合、サムスングループは世界市場において、ベトナムで組み
立てた最新機種を持ってアイフォーンと競争し、中国市場においては徹底的な現地化
を通じて小米（Xiaomi）などの現地メーカーと競争する。サムスンの世界戦略をこの
ように理解すると、中国では中低価格の機種を、ベトナムでは高価格機種を生産する
                                                   
19 サムスンは、商品の生産や販売だけではなく、例えば中国においてこれまで維持してきた英文
表記の Galaxyを改め、ギャラクシー６からは中国語表記の「盖乐世」（ガイラス）を使用して
いる。 
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ことになる。以上のように、サムスンの対ベトナムの進出は、単に低価格携帯端末を
生産するものではなく、世界戦略の一環であると言えよう。 
 
 
3 ベトナム貿易構造の転換 
表 5－3はベトナムの主要品目別輸出を表す。これによると、2012年に電話端末（同
部品含む）の輸出額がほぼ倍増している。マイクロソフト社の工場は当時まだ建設中
であったため、携帯端末の輸出はサムスン製品に限られる。2011年に電話端末の輸出
額が 6886 百万ドル（その内にバクニンの工場はであったが、2012 年に 12717 百万ド
ルに、さらに 2013 年に 21244 百万ドルになり、ほぼ 2 倍ペースで急成長し、この時
に初めて品目別輸出 1位の座が衣料から携帯端末に書き換えられた。このようにサム
スンは短期間でベトナムを携帯端末の一大輸出国に変身させたのである。 
 2012年にベトナム貿易収支はおよそ 7億ドルの黒字となった。貿易黒字を記録した
のは 1993年以来実に 19年ぶりである。実は 2012年当時、ベトナム政府は 2013年の
貿易赤字を輸入額の 8％以下に抑えるという目標設定を行っている20。つまり、政府の
中では 2012 年の急激な黒字化はただ一時的なものであるという判断があった。しか
し、サムスンの輸出額は、政府の予想をはるかに上回り、2013年に全輸出額の 18％を
占めるほど大きなものであった。このようにベトナム経済はますますサムスンに依存
しつつある。 
  
                                                   
20 ジェトロ（2013）、p.2。 
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表 5－3 ベトナムの主要輸出品目 
                                   （単位：百万ドル） 
  2011 2012 2013 
衣料 14,043 15,093 17,947 
電話端末（同部品含む） 6,886 12,717 21,244 
原油 7,241 8,224 7,278 
コンピューターと電子製品 
（同部品含む） 
4,670 7,838 10,601 
履物 6,549 7,262 8,410 
水産物 6,112 6,093 6,717 
機械設備・同部品 4,160 5,537 6,014 
木製品 3,955 4,666 5,562 
輸送機械・同部品 2,354 4,580 4,964 
米 3,657 3,673 2,925 
合計 96,906 114,573 132,135 
出所：ベトナム統計総局『統計年鑑』各年版より作成。 
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4 おわりに 
まず本章での議論をまとめる。第 2節では世界電子産業の新動向を概観し、ベトナ
ムがその産業の新集積地になっていることが明らかであった。第 3節においては、中
国では低価格製品を生産し、それをもって中国製品と競争し、世界市場ではベトナム
で高価格製品を生産しアイフォーンと競争するといったサムスンの世界戦略を明ら
かにした。最後にサムスンに対するベトナム政府の破格的な優遇政策について触れて
おきたい。ベトナムは、ハイテク法に基づいて、ハイテク企業が次の 2つの条件、①R&D
関連支出が 3年間平均売上高の 1%以上であること、②R&D活動に関わる労働者の割合
は合計 5%を占めること21を満たした場合、最初の 4年間の法人税は免除し、次の 9年
間は 5％、その後は 10%の法人税を課している。しかしサムスンがハイテク企業なの
かどうかまだ議論されている中、しかも上記の２つの条件が満たされてないにも拘わ
らず、サムスンは優遇政策の対象となっているという指摘がある22。これからベトナ
ムがより安定した経済成長を成し遂げるためにも公正かつ透明な政策運営が求めら
れる。
                                                   
21 国会 21/2008/QH12 号『ハイテク法』、p.8。 
22 ベトナム科学技術の協会のホームページ［http://baodatviet.vn/kinh-te/doanh-
nghiep/samsung-dua-han-quoc-dung-dau-ve-dau-tu-vn-duoc-gi-3057985/ ―2015 年 1月 12日
アクセス］。サムスンへの特恵は、これ以外にも地方政府から工場敷地無償提供、輸入関税と
付加価値税免除、電気水道通信費の 50％免除という恩恵を受けている。 
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第 6 章 ベトナム地域経済に対するサムスンの FDI効果 
 
 
1 はじめに 
サムスンはベトナムのバクニン省において最初の工場を稼働した1。バクニン省は従
来ハバック省の一部であったが、1997年 1月 1日にハバック省はバクニン省とバクザ
ン省に分けられた。当時の経済はほぼ農業に依存していた。しかし、FDI を積極的に
誘致することによって、工業化を進めてきた。1997 年に FDI の案件はわずか 4 件で、
投資額は 1.78 億ドルであったが、2014 年において累積で 641 件の 77.46 億ドルに増
えた。バクニン省計画投資局の予測データは 2015年に 761件の 118.46億ドルになる
見込みである。サムスンは 2009年から本格的にバクニン省に投資を展開してきたが、
2015年現在においてバクニン省全体の FDI誘致額（累計）の 55.9%のシェアを占める
ようになった。本章ではサムスンの投資がバクニン省経済にどのように影響を及ぼし
ているかを議論する。 
 
 
2 バクニン省の FDI誘致 
バクニン省は、1997 年から FDI誘致を梃に経済発展を図ったものの、アジア危機の
影響で 1998～99 年に FDI 企業のバクニン省進出は稀であった。2000 年代に入り、バ
クニン省への FDI は増加しはじめ、特にベトナムが WTO加盟国となってから、存在感
を増してきた2。実は、バクニン省政府は WTO 効果を追い風にインフラ整備や経営環境
改善などを行い、積極的に FDI 誘致を進めた。表 6－1 はバクニン省の競争力インデ
ックス PCI（Provincial Competitiveness Index）を示している3。これによると、2005
                                                   
1 サムスンはベトナムのバクニン省とタイグエン省において工場を持っているが、タイグエン省に
ある工場は 2014年以降に稼働したためにデータ分析に限界があった。 
2 この時期はベトナムの FDI投資の第 2ブームであった。 
3 2005年以降のベトナム商工所 VCCIとアメリカ国際開発機構 USAID（United States Agency for 
International Development）の共同研究で発表した指数である。これは省別の民間企業が対象
であるアンケート調査を通じて、各省当局の経済運営と経営環境を評価する指数である。最
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年の競争力は「可」であったが、2009 年以降には「優」に転じ、概ねトップ 10 に入
っている。つまり、2009年以降にバクニン政府は外資企業にとって良い経営環境を作
り出すことによって高い地域競争力を維持してきた。 
 
 
表 6－1 バクニン省の PCI指数 
年別 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
順位 23 14 20 16 10 6 2 10 12 10 
指数 58.10 56.47 58.96 59.57 65.70 64.48 67.27 62.26 61.07 60.92 
評価 可 良 良 良 優 優 最高 優 優 優 
出所：PCIのホームページ（http://pcivietnam.org/―2015年 12月 1日アクセス）より作成。 
注：調査対象は 2005年には 47省・市、2006年以降には全ての 63省・市である。 
 
 
投資環境が整備されたことにより、バクニン省を輸出向けの生産拠点に選択する
FDI企業は急速に増えた。図 6－1はバクニン省の国内セクターと FDI セクターの輸出
シェアを示しているものである。これによると、2000年代初頭までは、国内企業の輸
出に占める割合が大きかったが、2007年にベトナムが WTOに加盟してからは FDI企業
が逆転し、今は FDI 企業の割合が圧倒的である。 
以上のように FDI 企業はバクニン省の成長と工業化に大きく貢献しつつある。バク
ニン省の GRDP 成長に対して 2001 年に FDI 企業は僅か 7.7%を占めていたが、2010 年
には 28%、2013年には 64.3%を占めるまで影響力を増してきた4。またバクニン省の工
業品生産額は2011年に625520億ドンであったが、その中でFDI企業の生産額は458870
億ドンで 73%のシェアを占めている。バクニン省の躍進はベトナムの輸出主導型工業
化政策の典型であると言える。 
                                                   
高、優、良、可、低、最低という 6段階の基準である。詳細は PCIホームページ
(http://pcivietnam.org/―2015年 12月 1 日アクセス)を参照されたい。 
4 現地調査より。 
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図 6－1 バクニン省の国内セクターと FDIセクターの輸出 
（単位：%） 
 
 
出所：現地調査より。 
  
 
3 サムスンの進出と地域経済効果 
（1）バクニン省へのサムスン進出の直接効果  
表 6－2 はバクニン省のマクロデータと SEV の実績を示しているものである。これ
によると、サムスンの投資はバクニン省のマクロ経済に影響を及ぼしているいくつか
のデータが確認できる。第 1に、バクニン省の GRDP成長に大きく寄与している。2010
年に SEV の付加価値額はバクニン省の GRDP の 6.5％のシェアを占めていたが、2013
年には 70%に急増した。第 2 に、サムスンはバクニン省の雇用創出にも存在感を示し
ている。サムスンの労働者数は 2014 年に 43000 人でバクニン省労働者人口の 6.7%に
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相当し、バクニン省で最も大きな規模を持っている企業となっている5。第 3に、バク
ニン省の税収にも貢献している。2014年にサムスンはバクニン省に 2 兆ドンを上回る
税金を納めたが、これはバクニン省税収の 20％に当たる金額である。第 4に、近年サ
ムスンの輸出額はバクニン省のほぼ 90%を占めており、バクニン省の輸出を牽引して
いる。最後に、サムスンのバクニン省への進出は電子産業やハイテク産業の企業群を
形成し、バクニン省経済のさらなる成長に貢献している。 
 
 
  
                                                   
5 バクニン省人民委員会の 2015年 8月 14日の「バクニン省の国際統合過程報告」によると、2014
年の FDI労働者数の合計は 156000人であるため、サムスンの労働者のシェアは全体の 28%を占
めている。 
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表 6－2 バクニン省のマクロデータと SEVの実績 
  単位 2010 2011 2012 2013 2014 
2015 
(見込) 
1. バクニン省の GRDP  
 
10 億 
ドン 
46,081 59,511.6 68,376.4 99,107.9 93,008.7 N/a 
サムスンの付加価値額 
10 億 
ドン 
3,009 19,949 21,119 69,396 52,250 56,640 
割合 % 6.5  33.5  30.9  70.0  56.2  N/a  
2. バクニン省の労働者数 人 593,114 600,560 609,359 624,021 637,890 647,300 
サムスンの雇用者数 人 8,139 18,524 28,140 44,266 43,000 42,000 
割合 % 1.4  3.1  4.6  7.1  6.7  6.5  
3. バクニン省の累積 FDI 金額 
（登録ベース）  
百万 
ドル 
2,594 3,324 4,676 6,196 7,746 11,846 
  サムスンの累積投資額 
百万 
ドル 
790 790 1,620 2,620 3,620 6,620 
  割合 % 30.5  23.8  34.6  26.1  33.8  55.9  
4. バクニン省の税収 
10 億 
ドン 
7,335 8,319 9,444 11,450 12,685 14,300 
サムスンの納税額 
10 億 
ドン 
1,086 963 1,220 1,150 2,550 N/a 
  割合 % 14.8  11.6  12.9  10.0  20.1  N/a 
5. バクニン省の輸出額 
百万 
ドル 
2,451 7,757 15,041 26,283 21,975 22,500 
サムスンの輸出額 
百万 
ドル 
1,472.3 5,838.9 12,538 23,879 19,500 19,600 
  割合 % 60.1  75.3  83.4  90.9  88.7  87.1  
  
出所: バクニン省計画投資局での現地調査より。 
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一方、このようにサムスンはバクニン省マクロ経済に大きな影響を及ぼしているた
けに、サムスンの営業実績はバクニン省の経済状況を左右する。近年、世界のスマー
トフォン勢力図は急変している。2013年にシャオミーをはじめとした中国メーカーの
シェアが大きく伸び、世界首位の韓国サムスン電子はシェアを大きく落とした。さら
に 2014 年 9 月に米アップルが新型アイフォーンを発表してからさらに苦戦を強いら
れている。 
米国の IT会社 Gartnerが 2015年 3月に発表した調査データによると、2014年第
4四半期のスマホ市場の世界シェア（出荷台数）は米アップルが韓国サムスンを抜い
て一位となった。サムスンのシェアは、2013 年同期と比べてかなり早いスピードで
アップルや中国勢に奪われた。世界のスマホ市場全体は伸びているのに対し、サム
スンの出荷台数は１割以上減少した。低価格高機能の中国勢の勢いも続いているこ
とが確認できる。5位に入った小米科技（シャオミー）は前年同期より１千万台以上
多い 1858.2万台を出荷し、世界シェアは 2%から 5.1%に倍増した（表 6－3を参
照）。2014年全体を見ても、中国製スマホが出荷台数、シェアとも伸ばす一方、サ
ムスンの出荷台数はほぼ横ばい、シェアは 6.2ポイント下がった（表 6－4を参
照）。 
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表 6－3 2014 年第 4四半期のメーカー別世界スマートフォン販売トップ 5                
                              （単位：千台、%） 
順
位 
メーカー 
2014 年第 4 四
半期販売台数 
2014 年第 4
四半期シェア 
2013 年第 4 四
半期出荷台数 
2013 年第 4 四半
期の市場シェア 
1 Apple 74,832 20.4 50,224 17.8 
2 Samsung 73,032 19.9 83,317 29.5 
3 Lenovo* 24,300 6.6 16,465 5.8 
4 Huawei 21,038 5.7 16,057 5.7 
5 Xiaomi 18,582 5.1 5,598 2 
  その他 155,701.60 42.4 111,204.30 39.3 
  合計 367,484.50 100 282,866.20 100 
出所： Gartner のホームページ 
（http://www.gartner.com/newsroom/id/2996817―2015 年 3月 30日アクセス） 
注： Lenovoの販売台数には買収した Motorolaの販売台数を含む。 
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表 6－4 2014年のメーカー別世界携帯端末販売トップ 11 
                              （単位：千台、%） 
順
位 
メーカー 2014 販売台数 2014 市場シェア 2013 出荷台数 2013 市場シェア 
1 Samsung 392,546 20.9 444,472 24.6 
2 Apple 191,426 10.2 150,786 8.3 
3 Microsoft 185,660 9.9 250,835 13.9 
4 Lenovo* 84,029 4.5 66,463 3.7 
5 LG ics 76,096 4 69,094 3.8 
6 Huawei 70,499 3.8 53,296 2.9 
7 TCL  64,026 3.4 49,538 2.7 
8 Xiaomi 56,529 3 13,423 0.7 
9 ZTE 53,910 2.9 59,903 3.3 
10 Sony 37,791 2 37,596 2.1 
11 Micromax 37,094 2 25,431 1.4 
その他 629,360 33.5 587,764 32.5 
合計 1,878,968 100 1,808,600 100 
出所： Gartner のホームページ 
（http://www.gartner.com/newsroom/id/2996817―2015 年 3月 30日アクセス）。 
注：Lenovoの販売台数には買収した Motorolaの販売台数を含む。 
 
 
サムスンの出荷台数減少により、バクニン省の携帯電話輸出も影響を受けている。
2014年の携帯電話輸出額は、年頭の予測額 350億ドルを大幅に下回って、240億ドル
となり、輸出全体の伸びにも影響を及ぼしている状況である。主な理由としては、世
界市場の受注数が縮小し、アップル社が 2014 年にリリースした新型アイフォーン
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（iPhone 6, iPhone 6 plus）と中国メーカーとの激しい競争である。この減速はバ
クニン省の工業指数を減少させ、GRDPの成長にも直ちに影響を与えた。バクニン省の
2014年 GRDPは 5.7％のマイナス成長であった。  
この他にもう一つの原因としてサムスンの内部事情も取り上げられるサムスンは
2014年からタイグエン省の携帯電話工場を稼働し始めたからである。特に、バクニン
省の携帯電話工場は法人税免税の期間が切れたが、タイグエン省の携帯工場は 2014
年から 4年間免除処置が適用される。2015年 3月に現地調査を行ったときに、サムス
ン電子ベトナム（SEV）に勤めるあるベトナム人幹部にインタビューを行ったが、彼の
話によると、サムスンはバクニン省での生産の一部をタイグエン省の工場に移転する
計画を持っていた。いずれにせよ、サムスンの投資規模が大きいだけに、サムスンの
工場が置かれている地域のマクロ経済はサムスンの営業実績に直ちに影響を受ける
仕組みとなっている。 
 
 
（2）バクニン省へのサムスン進出の間接効果  
FDI の効果を議論するために、直接影響のみならず、技術移転と裾野産業ネットワ
ーク形成の面における間接的効果も分析する必要がある。まず技術移転のメカニズム
を考えながら、バクニン省の技術移転について論じたい。技術移転は、①垂直的関連、
②水平的関連、③労働移動、④国際的な技術の波及効果を通じて伝播される。 
第 1に、垂直的連関である。多国籍企業（以下 MNEsと称する）は前方連関・後方連
関を通じて、受入国に恩恵をもたらすとされる。前方連関は MNEs 子会社と彼らが生
産する中間財や資本財を使用する地場企業の関係である。後方連関は MNEｓと彼らに
中間財を供給する地場企業との関係である。MNEs子会社は、そのようなリンケージで
地場企業に技術を移転する可能性がある6。発展途上国は殆ど前方関連が見られていな
いため、後方連関の効果があるかどうかということが焦点である。 
                                                   
6 Blomström 他（1999）、pp.915-923。 
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Rodriguez（1996）によると、MNEs がその生産過程で中間財を大量に使用しなけれ
ばならない時に、垂直的連関が生じやすい。その場合は本社と子会社生産工場間のコ
ストが高く、また本国と受入国の間で生産する中間財の種類がさほど異ならないとい
った条件が必要である。バクニン省のサムスンは中間財を大量に使用しているが、殆
どサムスン企業内の子会社か従来のサムスン生産ネットワークの企業から調達して
いる7。現在、サムスングループへ中間財を提供している企業のうち、バクニン省の企
業はわずか 4社である。この 4社が提供するのは非常に付加価値の少ない段ボールや
紐などに限られる。その原因の１つは、バクニン省企業の生産技術力は低く、サムス
ンの生産ネットワークに参加できないことである。確かに、この原因を否定できない
ものの、利益を内部に集中するサムスンの垂直統合的生産方式も大きな壁である。つ
まり、図 6－2で示しているように、この生産方式によって原材料から中間財、組み立
てまで、サムスンは各生産工程の主導権を握っているため、ベトナムの企業がサムス
ンの生産工程に参加することは大きく制限される8。技術移転と裾野産業に関する政策
づくりを行う際に、サムスンのこの生産方式に留意する必要がある。 
  
                                                   
7 バクニン省人民委員会の 2015年 8月 14日の「バクニン省の国際統合過程報告」 
(現地調査で得られた資料）。 
8 アップル・アイフォーンの場合、設計・マーケティング、ソフト、サービスに力を注いでいる
が、生産面においては台湾の Foxconnに委託生産を任せている。そのため、サムスン、ソニ
ー、ノキア（マイクロソフト）、Rim、HTCといった多くの中間財生産メーカーが参加するチャ
ンスがある。 
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図 6－2 サムスングループの生産方式 
 
出所: Raymond Allan G. Vergara (2012, p.79)より。 
 
 
第2に、水平的連関である。同じ産業や生産工程の段階が同じ地場企業は模倣を通じ
て技術を吸収するか、MNEs子会社との競争を通じて技術水準を向上させることを指す。
MNEsが受入国ではまだ使用されていない技術を使用し始めると、その競争相手が同技
術を模倣するようになる。FDIにより、地場企業にとっての使用可能技術が増す一方
で、地場市場での競争も増大していく。更に、そうしたデモンストレーション効果9・
競争効果は互いに増幅しながら強化されていく。MNEs子会社の参入で競争が激しくな
るが、それ自体は地場技術を改善するインセンティブとなっている。こうした競争を
通じて刺激され、新技術の摂取スピードも更に上昇して行く。水平的連関を裏付ける
研究として、Blomström他（1999）は外国所有企業と本国所有企業を比較して、新技術
は専ら外国企業の子会社により導入されるが、競争によりどちらのタイプの企業でも
                                                   
9 デモンストレーション効果や競争効果を通じ、水平的連関（すなわち投資受入国の MNEs子会社
の競争相手への）による技術伝播は行われる。デモンストレーション効果とは、MNEsの優れた
技術に接することで地場企業が自身の生産方法を向上していくことを指す。しかし、デモンス
トレーション効果・競争効果を実証的に説明する事は難しい。どちらの効果も産業レベルで生
じるからである。詳細は Saggi（2000）を参照されたい。 
原材料
電子部品
完成品
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技術革新に素早く対応することを示した。しかし、技術移転効果が統計的に有意であ
ったのは先進国のみであり、発展途上国における多国籍企業の技術は難しいと指摘し
ている。バクニン省の場合、ベトナム全体で言えることであるが、サムスンと同じ産
業または同じ生産工程を持っている地場企業は存在しないため、水平的効果はないと
言えよう。 
第3に、労働移動である。MNEs子会社で雇用・訓練を受けた労働者が、勤務先変更や
自営業開始の際に、地場企業への技術移転が生じることである10。例えば、Katz（1987）
は、ラテンアメリカ現地企業の多くの経営者は、自分たちのキャリアをMNEs子会社で
スタートさせ、そこで様々なトレーニングを積んでいる。またBloom（1992）は、韓国
電気産業の発展において生産部門の責任者が地場企業に流出した1970年代にかなり
の技術移転が行われたとしている11。しかしながら、バクニン省の場合はサムスンと
同じ産業分野の地場産業は存在しないため、労働移動があっても主に単純労働者に限
る。 
第 4 に、国際的な技術の波及効果である。MNEｓによる受入国での R&D 活動や企業
内技術移転を通じて、地元の技術能力を高めることである。MNEsは世界で最も重要な
知識と技術の供給者であると見られているものの、R&D 活動は本国か他の先進国に集
中している。Freeman他(1992）によると、R＆D用のコストにおいて開発途上国で行わ
れるのが 6％程度に過ぎず、開発途上国の中でも R&D 活動は数カ国に集中している12。
前述のように、ベトナム政府がサムスングループに破格的優遇政策を提供しているが、
前提条件がある。それは、3年間にわたって売上高の 1%を R&D活動に支出することと、
                                                   
10 MNEs子会社は、この種のスピルオーバーを防ぐべく、労働者が他の本国競争企業に転職しない
ようにプレミアムを上乗せした能率給を支払う。詳細は Globerman他（1994）を参照された
い。 
11 Pack他（1997）によると、1980年代中頃の台湾でも韓国と同じようなことが起こった。具体的に
はMNEs子会社から転職した社員は、エンジニアの50％以上、熟練労働者の63％が地場企業に転職
した。また、UNCTAD（1999）は、韓国の財閥大宇が信用及び技術を供与していたバングラデシュ
の衣料品企業、Deshの事例を研究し、Deshに当初勤めていた130人のうち115人ほどが自分でビジ
ネスを始めたり、新興地場衣料品企業に転職したりしたことを示した。 
12 UNCTAD（1999）は、アメリカ企業の R&Dの場合、開発途上国のトップ 4 カ国（ブラジル、台
湾、メキシコ、シンガポール）が開発途上国における全 R＆D費用の 77％を占めていると述べて
いる。 
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さらに労働者の５％が R&D 活動に携わる必要があることである13。しかし、ベトナム
で5年以上活動しているが、R&Dについてのデータや報告などは明らかにされてない。
この条件をクレアするのは困難と判断したのか、2014年にベトナム政府は上記の条件
をそれぞれ 0.5%と 2.5%に引き下げた14。 
またSaggi（2000）は、1995年で全世界の特許権使用料金支払（技術移転契約）の80％
以上はMNEs内でなされたと分析する。バクニン省人民委員会の2015年8月14日の「バク
ニン省の国際統合過程報告」によると、バクニン省において技術移転契約が22件あっ
たが、これらの契約はすべてFDIの親会社と子会社の間で行われていった。つまり、サ
ムスンも含めたFDI企業からベトナム企業への技術移転は見られていないことである。
サムスングループの企業内技術移転がバクニン省の地元企業にまで波及することは
稀である。 
以上の 4つの方面で論じたように、サムスンからバクニン省の地元企業への技術移
転は容易ではない。今後、どのようにしてサムスンと連携産業を育成するのかベトナ
ムにとって大きな課題となる。 
次に、グローバル・バリュー・チェーンという観点からサムスンのバクニン経済へ
の影響を見ていきたい。この観点を取り入れると、ベトナムは単にサムスンの組み立
て工場を置く場所としての役割しか与えられていない。つまりベトナムの場合、R&D・
高価格部品といった付加価値の高い生産工程とはほぼ関わらない15。サムスンベトナ
ム法人は、ベトナムを携帯端末生産拠点にする戦略があると言うものの、付加価値の
高い工程はベトナムの国外で行っている。デザインや設計のような高付加価値の工程
は韓国で、低付加価値の組み立てはベトナムで行うことにより、現地に残る利益は極
めて少ない16。2010 年にサムスン携帯電話の売り上げに占める労働者コストの割合は
                                                   
13 国会 21/2008/QH12 号『ハイテク法』、p.8。 
14 投資法 67/2014/QH13 号（詳細は http://vanban.chinhphu.vn/を参照されたい）。 
15 APEC (2013)、p.25。 
16 アップルもアイフォーンの組み立て工程を中国で行っているが、中国に残る利益は非常に少ない。
iPhone4 のグローバル・バリュー・チェーンの場合、アイフォーンが中国で製造されたものの、
中国内に残る利益は雇用効果の 1.8%しかない。殆どの利益が中国の外に流出する。詳細は Kraemer
他（2011）を参照されたい。 
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僅か 4.4%であった17。このデータはサムスングループ全体の平均であるが、ベトナム
の賃金は他の地域に比べて安いため、ベトナムに残る利益はさらに低い。 
 
 
4 おわりに 
本章ではバクニン省経済に対するサムスンの影響を分析した。バクニン省経済に対
して、サムスン FDI の直接効果は 4 つある。第 1 に、サムスンの成長はバクニン省
GRDP成長に大きく寄与している。第 2に、サムスンはバクニン省の雇用創出に貢献し
ている。第 3に、サムスンはバクニン省の大きな税収源である。第 4 に、サムスンは
バクニン省の輸出を牽引している。一方、2014年にサムスン営業実績の下落によって、
バクニン省の GRDP は初めて 5.7％のマイナス成長になった。また間接効果も非常に少
ない。FDI 企業からベトナム企業への技術移転は見られず、裾野産業ネットワーク形
成の面においてもベトナム企業の参加は限られている。ベトナム政府は、これから政
策を立案する際に、利益を内部に集中するサムスンの垂直統合的生産方式を看過して
はならない。ベトナムが持続的に経済成長を成し遂げるためには技術革新は欠かせな
い。技術移転だけに依存せず、ベトナム政府による投資や人材育成が必要である。
                                                   
17 カナダ駐韓国大使館（2012）、p.27。 
第 7 章 おわりに―結論と今後の課題 
 
  
ベトナム経済発展と対内 FDI の影響に関する研究 （ブイ ディン タン） 105 
 
第 7 章 おわりに―結論と今後の課題 
 
 
近年、サムスンの対ベトナム投資が目立っている。これはベトナムの 2000 年代の
FDI政策とサムスンの世界戦略が相俟って進められてきた。ベトナム政府は 2000年代
以降に積極的な自由化政策を通じて FDIを誘致した。輸出は成長したものの、耐久消
費財の過度的輸入を招いた副作用も生まれ、この時期の貿易は貿易赤字を前提とする
「特異な三角貿易」という性格を帯びていた。この構造はマクロ経済の不安定要因で
あるため、ベトナム政府はサムスンに破格的優遇政策を与え、サムスンによる大型投
資を奨励した。一方、サムスンは、ベトナムにおいて良質で安価な労働力を確保する
ことによりアイフォーンと競争し、中国市場においては徹底した現地化を通じて小米
（Xiaomi）などの現地メーカーと競争するという世界戦略を持っていたために、ベト
ナム政府とサムスンの利害は一致する形となった。その結果、ベトナムは 2012 年に
19年ぶりの黒字転換を果たし、現在まで黒字基調を維持している。また雇用創出など
一定の貢献は認められるものの、ベトナム国内企業に対する技術移転などの波及効果
は限られる。さらにサムスンの工場が置かれているバクニン省などの地域においては、
地域そのものがサムスン一社過度に依存することになり、別の意味でのリスクを抱え
ている。 
サムスンによる FDIはベトナム経済と地域経済に対して一定の効果を与えたが、ベ
トナム国内産業は依然として脆弱な状況である。ベトナムと同じような輸出主導型工
業化戦略を採っている国（地域）は韓国、台湾、中国、タイなどが取り上げられる。
しかし、図 7－1 が示しているように、韓国と台湾はすでに貿易構造の高度化を果た
した国・地域である。中国とタイは貿易構造の高度化が着実に進んでいる国である。
貿易構造の観点から見ると、韓国や中国は「キャッチアップ」に成功したと言える。
ベトナムはドイモイ以降 30年間「キャッチアップ」の道を歩んできたが、国内幼稚産
業の育成戦略が欠けていると言わざるを得ない。 
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図 7－1 韓・台・中・タイの貿易構造（高付加価値商品） 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業研究所のホームページ 
（http://www.rieti.go.jp/jp/―2016年 1月 25 日アクセス）より作成。 
韓国 台湾 
中国 タイ 
（純輸出率） 
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歴史上、自由化を真正面から取り上げて、キャッチアップしてきた国は未だな
い。むしろ幼稚産業育成戦略なしには、キャッチアップすることが不可能な例が多
い。キャッチアップに成功した国々が殆ど幼稚産業保護政策を適用したのは共通点
である。幼稚産業保護論は、19世紀中からイギリスを追って工業化を進めようとし
ていたドイツにおいてフリードリッヒ・リストにより提唱された1。これはイギリス
古典派の自由貿易論に対抗する政策論として知られている。リストの考えでは、自
由貿易を行っている限り、ドイツ市場はイギリスの製品によって独占され、国内に
近代工業が発達し、規模の経済や労働者の熟練向上を通じて、コスト削減の機会は
生まれない。そこでリストは、国が工業製品の関税を設定するなどの手段で、イギ
リス製品の輸入を制限し、国内生産の拡大を通じて国際競争力のある工業の実現を
図るべきであると主張したのである。つまり、国家の介入や関税保護がなければ幼
稚産業を発展させることはできないということである。現在において貿易自由化を
国際レベルで積極的に進めているアメリカでも過去においてイギリスにキャッチア
ップするために幼稚産業保護政策を採った。Chang (2003)2はイギリス、アメリカ、ド
イツ、フランス、スウェーデン、ベルギー、オランダ、スイス、日本、韓国、台湾
のキャッチアップ経験を幅広く分析し、これらの国が発展途上国であった時期に適
用した政策が、現在のアメリカをはじめとする正統派が主張しているものとほぼ正
反対であることを明らかにした。それにもかかわらず、現在発展途上国に対してそ
のような同じ政策を採らせず、自由化を進めているのである。Chang 氏はこの現象を
「はしご外し」と呼んでいる。この「はしご」から外されないようにベトナムはよ
り歴史的な事例を幅広く把握し、国内産業を育てるために自国に最も相応しい制
度・政策を採らなければならない。また貿易自由化だけではなく、アメリカが 1980
年代以降積極的に展開した金融自由化政策に対してもさらに分析し自らの自由化政
策を再検討しなければならない3。 
                                                   
1 リードリッヒ・リストはドイツの経済学者（1789～1846）であり、『政治経済学の国民的体系』
の原著は 1841年に出版された。この本は 1856年にアメリカにおいても翻訳されている。 
2 Chang (2003)、特に第 2 章（pp.21-129）を参照されたい。 
3 アメリカの金融自由化理論については張（2012）を参照されたい。 
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2016年に入り、ベトナムは TPPと AECの広域 FTAの発効によって、海外との競争が
さらに高まっていく中で、国内産業育成を中心にする政策転換が求められている。こ
のような国際環境を背景として、2016 年 1 月に第 12 回ベトナム共産党大会がハノイ
市において開催された。これから政府の政策運営の方向が注目される。 
最後に本研究の残した課題である。サムスグループはバクニン省だけではなく、タ
イグエン省においても工場を稼働している。しかし、タイグエン省にある工場は 2014
年に稼働して 1年程度しか経っていないため、分析に用いるデータを得ることができ
なかった。地域経済に対する FDIの影響を分析するためにはより広範囲の調査分析が
必要である。残された課題は次の研究に期したい。 
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